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平成２９年度下期

原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業（通称、Ｆ補助金）

審査依頼書 記入要領

一般財団法人 電源地域振興センター

１．はじめに

当給付金の申請にあたっては、第一段階として『審査依頼書』を提出していただきます。ご提出にあたり以

下の事項について留意くださるようお願いします。

（１）提出期限（応募要領参照）までに必ず電源地域振興センター（以下、「センター」という。）に提出してくだ

さい。提出期限を過ぎますと、申請が受付けられなくなります。

（２）この審査依頼書記入要領及び応募要領を熟読した上で、審査依頼書の項目に漏れや誤りのないよう正

確に記入してください。また、審査依頼書Ｐ２の（５）に記載の添付提出書類は、①～⑲の順に揃えて提

出してください。必要書類が完全に整っていない場合は審査手続きができませんので、受理せずに書類

一式をご返却します。

（３）提出していただいた審査依頼書の記入内容及び添付提出書類等について、センターより貴社の連絡窓

口の方に随時電話等で確認を行います。連絡窓口となる方は、申請に係る実務を担当され、かつセンタ

ーから直接連絡を取りやすい方としてください。

（４）審査依頼書の様式は新潟県のホームページに掲載されます。ダウンロードしていただくことにより、お手

元のパソコンを使って審査依頼書を作成することもできます（センターのホームページに掲載するものは

新潟県を除く道府県向けであり、提出期限や誓約書の宛名等が異なります）。

（５）新規申請及び特例増設（１度目及び２度目）の初回申請については、事前に市町村長の推薦を受けて

いただくことが必要です。審査依頼書の提出があっても、市町村長の推薦を受けていない場合は、申請

を受付けすることはできません。

（６）ご提出いただく各種個人情報については、センターのプライバシーポリシーに基づき、当給付金の審査

目的のみに使用しますので、ご了承のうえ提出してください。

２．記入について

（１）申請者名

企業名、本社所在地、代表者名（肩書と氏名）は印鑑証明書と同じ内容で記入のうえ、代表者印（印鑑

登録をしてあるもの）を押印し、法人番号（「行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律」に基づき、法人に対して割り当てられた１３桁の番号）を記入してください。

※個人での申請の場合は法人番号の記入は必要ありません。

また、今回の申請が企業立地日の属する翌期から起算して通算何期目であるかを記入してください。

特例増設のある場合は、特例増設日の属する翌期から起算した当初交付期間・延長交付期間１・延長交

付期間２のいずれかにおける期数を記入（今回の申請で重複期間がある場合は、最も前の交付期間にお

ける期数を記入）してください。通算１６期目が各交付期間における最終申請となります。

《審査依頼書 １ページ目》（記入例：Ｐ１３）
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（２）企業概要

当給付金の申請者である企業の ①損益実績及び見通し～④借入金・預金関係 についてそれぞれ

記入してください。

※新規設立企業においては、事業計画書等に基づいて見通しを記入してください。

■ 主な事業内容 ■ 業種

申請者の事業全体について、主な事業内容と、日本標準産業分類（総務省告示・平成２５年改定）

の小分類（３桁）の業種名を記入してください。

※日本標準産業分類は総務省のホームページ又はセンターのホームページに掲載される審査

依頼書ファイルのシートにてご確認ください。

■ 全従業員数

直近の決算期の全従業員数を記入してください。

■ ①損益実績及び見通し

２期分は添付提出する決算書より実績を、１期分は見通しを記入してください。

※平成２９年７～９月が決算日の企業で決算未承認（未確定）の場合は、その決算見込みが３期

目の箇所に記入となります。

■ ②販売状況

主要製品別又は部門別に取扱金額の多い順に記入してください。

金額の計は『①損益実績及び見通し』の各年度の売上高と一致します。

数量には単位（個、本、トン、ℓ 等）を付けてください。

■ ③株式（出資）関係

株式会社の場合は、株主、持株数等を記入してください。

その他（有限会社、福祉法人、協同組合等）の場合は、出資者、出資金額等を記入してください。

なお、第３セクターの場合には、自治体の持株（出資）比率も記入してください。

［記入例］１．○○市 (16.5％)

２．△△県 (12.3％) 合計 28.8％

■ ④借入金・預金関係

直近の決算期の借入金（短期借入・長期借入・割引手形）及び預金残高を記入してください。

借入先（金融機関、親会社、個人等）は、借入金額の大きい順に記入してください。

（３）今回の申請に係る連絡窓口

申請の内容全般についてお答えいただける担当者２名（主・副）を記入してください。

（４）交付対象事業所概要

今回の申請対象事業所等に関する事項を記入してください。なお、※は新規申請時及び特例増設（１

度目及び２度目）の初回申請時の内容と同一になります。

■ 事業所名

[記入例]…○○株式会社 ○○工場

■ 所在地

平成６年１１月１日以降の市町村合併があった場合は、事業所が属していた合併前の旧市町村名

を記入してください。

■ 同一道府県内の既存事業所

交付対象事業所の同一道府県内に既存の事業所（営業所、他の事業部の工場等を含む）及び

仮工場等がある場合は記入してください。事業所数が多く記入し切れない場合は“様式３参照”と記

入してください。

《審査依頼書 ２ページ目》（記入例：Ｐ１４）
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■ 事業内容（製品）

［記入例］…自動車部品（気化器）製造

水産物加工品（あじの干物、冷凍さば）製造・販売

■ 業種

当該 事業 所について、日本 標準 産業 分 類（総 務 省告 示・平 成２５年 改 定）の小分類（３桁）

の業種名を記入してください。

［記入例］…自動車・同附属品製造業

水産食料品製造業

■ 事業所立地に至った経緯※

別紙１「企業立地に至った経緯の記入例」（Ｐ７）を参考に、企業立地するに至った経緯、理由を具

体的に記入してください。

■ 企業立地日※

新設の場合は、電力会社等との需給契約に基づく使用開始日を記入してください。

増設の場合は、電力会社等との変更契約等に基づく契約電力の増加日を記入してください。

なお、最大需要電力に応じて契約電力が変動する契約（デマンド）の場合は、契約電力が増加し

た日が企業立地日となります。

■ 特例増設日１及び特例増設日２※

特例増設の申請を行う場合は、電力会社等との変更契約等に基づく契約電力の増加日を記入し

てください。

なお、最大需要電力に応じて契約電力が変動する契約（デマンド）の場合は、契約電力が増加し

た日が特例増設日となります。

■ 立地区分※

別紙２「立地パターン・電力契約・雇用の捉え方に関する確認表」（Ｐ８）に基づき、立地区分（Ａ～

Ｄ）、電力形態（新設・増設）、雇用形態（新設・増設）を確認し、それぞれ記入してください。

■ 特例給付に係る投資額の有無※

特例給付金を伴う申請（新規申請、特例増設の初回申請、継続申請を含む）を行う場合、新規申

請及び初回申請時の投資額の有無、並びに投資金額を記入してください。

■ 工業団地名※

工業団地内に対象事業所を立地した場合は、その工業団地名を記入してください。工業団地以

外に立地した場合は、「非該当」と記入してください。

■ 管轄ハローワーク

対象事業所を管轄している公共職業安定所（ハローワーク）を記入してください。

■ 電力会社等

対象事業所に電力を供給している電力契約の相手先を記入してください。

■ 共同申請の有無※

複数企業による共同申請として申請する場合は、「有」としてください。

■ 共同受電の有無※

総合ビル等、共同受電として申請する場合は、「有」としてください。

■ 過去に当給付金を受給した実績の有無

対象事業所で過去にこの給付金を受給したことがあり終了している場合は「有終了」とし、申請継

続中の場合は「受給中」としてください。

「有終了」の場合は、その当初交付期間に係る新規申請をした年度・半期を記入してください。
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■ 指定管理者の指定の有無

対象事業所において、指定管理者（地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者をい

う。）として、公の施設の管理を行っている場合、この給付金の対象外となります。このことの確認のた

め、有無を明らかにしてください。

■ 特例給付の有無

申請期において特例給付金が加算されない場合は「無」としてください。

■ 申請者以外による電気料金負担の有無

対象事業所において、①建物の一部または全部を他事業者へ貸付し、子メーター等により他事業

者の電気料金を算定し、申請者が他企業から電気料金を預かり電気事業者へ一括支払する場合、

②複数の事業者が共同して電気の供給を受け、子メーター等により各事業者の電気料金を算定し、

申請者が他事業者から電気料金を預かり電気事業者へ一括支払する場合（共同受電の特例を適用

する場合を除く）等には、これらを補助対象電気料金から控除することになります。このことの確認の

ため、有無を明らかにしてください。

（５）添付提出書類

添付提出書類は審査で必要な書類です。必ずすべて提出してください。添付した書類は、チェック欄

に○を付けてください。なお、期限までに提出することのできない書類（⑤電気料金の平成２９年９月支払

分の領収書の写し等）がある場合は、取得次第速やかに提出してください。

※写しは、Ａ４サイズとしていただくようご協力をお願いします。

【電力関係書類】

■ ①電力帳票まとめ表【様式１】（記入例：Ｐ１５）

新規申請で新設の場合、継続申請の場合、特例増設による申請の場合は、上段のみ記入してく

ださい。新規申請で増設の場合は、下段も必ず記入してください。

早収期限（早収期限の設定が無い場合は支払期限）後の支払で翌半期に支払われた電気料金

は対象外となりますので、記入しないでください。

電気料金算定期間の途中で、契約電力の変更、電気需給契約の開始・廃止がある場合は、日割

計算を行った契約電力を記入してください。

複数の電力契約がある場合は、電力契約ごとの算定表（センターのホームページに掲載）を作成

し、それらを集計して様式１に記入してください。

申請者以外の電気料金負担がある場合は、控除の算定表（センターのホームページに掲載）を作

成し、それらを集計して様式１に記入してください。

■ ②電力使用開始申込書又は増設申込書等（電力需給契約書等）［写し］

企業立地日、特例増設日の設定に必要な書類です。継続申請の場合は、電気料金算定期間の

途中で、契約電力の変更、電気需給契約の開始・廃止がある場合、契約電力の日割計算を行うた

めに必要となります。（契約廃止した場合は廃止申込書の写しも提出）

■ ③電力の検針票又は使用量のお知らせ等［写し］

■ ④電気料金請求書、料金内訳明細書等［写し］

■ ⑤電気料金の領収書又は口座振替のお知らせ等［写し］

③～⑤について、「電力帳票まとめ表」（様式１）の作成に必要な書類です。

新規申請で新設の場合及び継続申請（特例増設を含む）の場合は、当該交付対象期間のものを、

新規申請で増設の場合及び特例増設（１度目及び２度目）の初回申請の場合は、企業立地日、特

例増設日の属する月に支払った分を含む前１年間のものまで必要です。

③～⑤の書類（原本）を紛失・き損された場合、申請を受付できないこともありますので、ご注意くだ

さい。
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【雇用関係書類】

■ ⑥雇用保険被保険者一覧表【様式２】（記入例：Ｐ１６～２１）

別紙３「雇用保険被保険者一覧表の記入方法」（Ｐ９）を参照し、記入してください。

■ ⑦事業所台帳異動状況（旧ヘッダー２）照会［写し］

平成２９年１０月１日以降（平成２９年９月３０日までの加入、喪失を届出後）に管轄のハローワーク

より取得してください。

■ ⑧事業所別雇用内訳表【様式３】（記入例：Ｐ２２）

事業所台帳異動状況（旧ヘッダー２）照会に対象事業所以外の事業所の雇用者が含まれている

場合、期末（平成２９年９月３０日）雇用者数の内訳を記入してください。

新規申請で増設の場合及び特例増設（１度目及び２度目）の初回申請の場合、基礎雇用基準日

時点の事業所別雇用内訳表も提出してください。（基礎雇用基準日については、別紙３「雇用保険

被保険者一覧表の記入方法」を参照）

対象事業所を単独で雇用保険上の事業所として登録している場合は作成不要です。

■ ⑨誓約書【様式４】（記入例：Ｐ２３）

選択肢のＡ・Ｂのいずれかに○を付し、必要に応じて特記事項を記入してください。

雇用保険被保険者一覧表に記載された在籍者に対する、平成２９年９月３０日を含む期間の賃金

の支払い実績又は義務の有無について記入し、長期休業等によりその期間の賃金の支払い実績又

は義務の無い者がいる場合は、その者の氏名と事由を特記事項に記入してください。

※平成２９年９月３０日を含む期間の賃金とは、賃金対象期間に平成２９年９月３０日が含まれて

いる分の賃金のことを指します。

■ ⑩雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主通知用）［写し］

期末雇用者全員分を提出してください。

※⑥雇用保険被保険者一覧表の記載順に揃え、Ａ４用紙（縦）に４人分程度並べて全ての項目

が確認できるようコピー（左に２０mm 程度の余白）をお願いします。

■ ⑪タイムカード又は出勤簿等［写し］

補助対象 事業所での平成２９年９月３０日の勤務 が確認できるもので、期末雇 用者 全員 分

を提出してください。

期末雇用 者のうち平成２９年９月３０日に補助対象 事業所での勤務実績のない者は、必ず

その理由（公休・有休・産休・育休・出張等）を記入し、１０月１日以降の勤務が確認できるもの

（１０月分の出勤簿等）をあわせて提出してください。また、長期不在者（長期休 暇、長期出張

等）については証明 書類（平成２９年９月３０日を含む期間の休 暇届、出張 命令 書 等）の写し

を提出してください。

管理職等により出勤簿がない者は、その旨の証明文書（在籍証明書等）の写しを提出してください。

※⑥雇用保険被保険者一覧表の記載順に揃え、Ａ４用紙にコピーをお願いします。

■ ⑫労働者名簿 ■ ⑬賃金台帳［いずれも写し］

◎特例給付金が加算されない場合

初回申請時には、新規雇用者及び他の地域からの転入者のうち、算定に用いる契約電

力が１,５００kW を超えない場合は３人分、１,５００kW を超える場合は２０人 分が必要です。

（３人分又は２０人分を超える分は提出不要）

継続申請時には、提出不要です。

◎特例給付金が加算される場合

初回申請時には、新規雇用者 及び他の地域からの転入者全員分が必要です。

継 続 申 請 時 には、前 回 提 出 以 降 の新 規 雇 用 者 と他の地 域 からの転 入 者 全 員 分が
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必要です。（前回提出済の分は提出不要）

※労働者名簿は、氏名、性別、生年月日、現住所、履歴、業務内容、採用年月日を記載

したものを提出してください。

※賃 金 台 帳は、新 規 雇 用 月 又は転 入 月から期 末 月 までの分を提 出してください。なお、

期末日の分を翌月払いとしている場合は翌月分まで提出してください。（９月３０日の賃

金が１０月分に含まれる場合は１０月分まで提出）

【特例給付金に係る投資書類】

新規申請で特例給付金が加算される場合及び特例増設（１度目及び２度目）の初回申請の場合、

投資に関する書類を必要とします。

■ ⑭特例給付金等に係る付属書類（記入例：Ｐ２４～２７）

特例給付金、特例増設の要件を満たしているか確認するための書類です。

新規申請で特例給付金が加算される場合には【様式５－１】を、特例増設（１度目及び２度目）の

初回申請の場合には【様式５－２】を作成してください。

特例給付金、特例増設の交付要件としての投資により取得した固定資産の額を確認するため、固

定資産の名称、取得時期、取得価額等を記入します。

特例増設の場合は、特例増設に係る基礎雇用者数、基礎契約電力、基礎電気料金を算定する

ため、基礎数値算出表（様式５－２の別紙１及び別紙２）を作成してください。

■ ⑮固定資産台帳及び経理処理関係書類［写し］

投資額を確認するため、固定資産台帳及び基準金額以上の経理処理関係書類（見積書、契約

書、請求書、納品書、領収書等）を提出してください。

基 準金 額は、消 費 税 等相 当 額を除いた額で、圧 縮 記帳 後の額により、所 在・隣 接の区分

及び新設・増設の区分によって、以下のとおりとなります。

ａ．所在市町村での 新設 ５００万円以上 増設 ２５０万円以上

ｂ．隣接市町村での 新設 １,０００万円以上 増設 ５００万円以上

なお、当該固定資産に国や自治体の補助金を充当（圧縮処理）している場合若しくはその

予定がある場合は、その補助金の交付申請書、交付決定通知書及び補助率が記載されてい

る関係書類を提出してください。

【その他書類】

■ ⑯会社案内、会社概要等［写し］

パンフレットや会社の設立から現在までの会社全体の概要がわかるものを提出してください。

■ ⑰会社組織図、体制表等［写し］

本社、各営業所等全体の組織がわかるものを提出してください。

■ ⑱決算書（貸借対照表、損益計算書）過去２年分［写し］

過去２年分の貸借対照表、損益計算書を提出してください。

■ ⑲【共同申請・共同受電の場合】給付金の配分等にかかる協定書［写し］

該当する場合のみ作成していただきますので、センターまでご相談ください。

○ 新規申請及び特例増設（１度目及び２度目）の初回申請の場合の応募書類提出先

〒９５０－８５７０  新潟県新潟市中央区新光町４番地１

新潟県  産業労働観光部 産業立地課 電源地域振興係

TEL ０２５－２８０－５１６４   FAX ０２５－２８０－５５０８

○ 継続申請の場合の応募書類提出先、（申請区分を問わず）応募書類についての問合せ先

〒１０３－００１２  東京都中央区日本橋堀留町二丁目３番３号 堀留中央ビル７階

一般財団法人 電源地域振興センター  総務企画部 立地審査課

TEL ０３－６３７２－７３０７   FAX ０３－６３７２－７３０１
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（別紙１）

企業立地に至った経緯の記入例

立地状況 対象事業所を立地した経緯

創 業 例１ ○○工場で１０年間製造部長として勤務していたが、出身地の当市で独立して

新法人を設立することとした。近隣に工場がなく雇用者の確保が容易であるこ

と、駅に近く交通の便の良いこと等から現所在地に新設することとした。

例２ 別会社で食品加工場を経営中であるが、当地は○○農家が多いことから、新法

人を設立し○○の加工品製造を行うこととした。生産組合の○○保管庫に近い

こと、自然環境に恵まれていること、労働力の確保が容易であること等から、建

築地は現所在地に決定した。

新規進出 例３ 当社は東京都内で○○を製造していたが、業容拡大を図るため○○県に進出

することにした。所在地は交通アクセスが良好なところで、市場の将来性が期待

できること、市が誘致に積極的に対応してくれたこと等から当該地に進出を決定

した。

例４ ○○の生産が盛んな当地において、比較的軽易な作業で付加価値の高い○

○の農産加工品製造への事業展開を図るため、○○の製造事業に進出するこ

とにした。購入用地は市の開発地域で自治体の対応が良好であったこと、バイ

パスに面し交通の便も良いこと等から当該地に進出を決定した。

移 転 例５ 創業以来使用してきた工場（○○市○○町１－２－３）が老巧化したため、スクラ

ップ＆ビルドも検討したが、用地が狭いこともあり新用地を購入し全面移転し

た。所在地は同じ市内の○○工業団地内で、港湾、高速道路に近く立地が良

いこと、労働力の確保が容易であること、自治体の対応が良かったこと等から現

所在地への進出を決定した。

例６ 旧工場（○○市○○町４－５－６）が人員増により手狭となったことから、同市内

に新工場を建設し全面移転した。用地物色中に市の斡旋により○○工業団地

の広大な用地が確保できたこと、生産拠点の分散化によりリスクの回避が図られ

ること、労働力確保が容易であること等から所在地への進出を決定した。

第二事業所 例７ ○○の加工場を経営していたが、同じ市内の空き工場を購入して第二工場を設

立した。工場設立にあたっては地元の若者を優先的に雇用し、また、購入した

空き工場で以前から勤務していた人も積極的に雇用した。

例８ 市内で○○部品製造を行っているが、経営の安定を図るべく新商品の○○の

部品（輸出主体の商品）の製造を開始した。受注増により製造ラインの増加が

必要となり、同じ市内の工業団地に第二工場を新設することとした。所在地は県

が開発した○○工業団地で、今後の増設へも対応可能な用地が確保できたこ

と、県と市の積極的な支援が得られたこと等から当該地への進出を決定した。

増 設 例９  会社設立当初から本社工場で○○等の製造を続けているが、近年、需要が伸

びており今後とも期待できるので、新たに新式のマシンを購入して製造ラインを

増設した。

例１０ 他県にある２工場を当工場に集約するため、隣接地を購入して工場建屋を増築

して生産ラインを増設した。工場集約に際し、人員は２工場からの異動を中心

に、新卒者を新たに数名雇用した。
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（別紙２）

立地パターン・電力契約・雇用の捉え方に関する確認表 (新規申請用）

上表は同一道府県内に当社の既存事業所が 1 箇所だけある場合を想定しています。

同一の道府県内に当社の既存事業所が複数ある場合は、上表の複合パターンとなります。

企
業
立
地
の
パ
タ
ー
ン

事業所の施設に着目したケース分け 雇用の転入

立

地

区

分

電

力

形

態

雇

用

形

態

想定される雇用者
の確保元

新
規
雇
用
・
他
の
道
府
県
の
事
業
所
か
ら

社 内 で 同
一 道 府 県
内の転入

他
市
町
村
の
事
業
所
か
ら

同
一
市
町
村
内
の
事
業
所
か
ら

新
設

同一の道府県内に当社の既存事業所がない Ａ 新設 新設 ○ ― ―

同一の道府県内に当社の既存事業所があり、そ
の既存事業所は、F 補助金の対象地域ではない
他の市町村にある

その既存事業
所からの雇用
の転入が

あ
る

Ａ 新設 新設 ○ ○ ―

な
い

Ａ 新設 新設 ○ ― ―

同一の道府県内
に当社の既存事
業所があり、その
既存事業所は、F
補助金の対象地
域で他の市町村
にある

そ の 市 町 村
は発電施設
等の 所在 市
町村である

立地地点が発
電施設等の所
在市町村であ
る

その既存事業
所からの雇用
の転入が

あ
る

Ａ 新設 新設 ○ ○ ―

な
い

Ａ 新設 新設 ○ ― ―

立地地点が発
電施設等の隣
接等市町村で
ある

その既存事業
所からの雇用
の転入が

あ
る

Ａ 新設 新設 ○ ● ―

な
い

Ａ 新設 新設 ○ ― ―

そ の 市 町 村
は発電施設
等の 隣接 等
市 町 村 で あ
る

立地地点が発
電施設等の所
在市町村であ
る

その既存事業
所からの雇用
の転入が

あ
る

Ａ 新設 新設 ○ ○ ―

な
い

Ａ 新設 新設 ○ ― ―

立地地点が発
電施設等の隣
接等市町村で
ある

その既存事業
所からの雇用
の転入が

あ
る

Ａ 新設 新設 ○ ● ―

な
い

Ａ 新設 新設 ○ ― ―

移
転

同一の市町村内
に当社の既存事
業所がある

その既存事業所をその市町
村内で全面移転した

Ｂ 新設 新設 ○ ― ●

第
二
事
業
所

その既存事業所とは別地点
に新規立地した

その既存事業
所からの雇用
の転入が

あ
る

Ｃ 新設 新設 ○ ― ●

な
い

Ｃ 新設 新設 ○ ― ―

増
設

その既存事業所の建替えで
ある（スクラップ＆ビルド）

Ｄ 新設 増設 ○ ― ―

その既存事業所の増設であ
る

Ｄ 増設 増設 ○ ― ―

○ 雇用増として把握

● 控除雇用者として把握

― そのケースでは定義上

生じない
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（別紙３）

雇用保険被保険者一覧表の記入方法

Ｐ１６～２１の記入例も参照のうえ作成してください。表の行数が不足する場合は、適宜、複数枚に追

加のうえ作成してください。

なお、作成の際には、従前からの雇用保険被保険者が平成２９年９月３０日においても引き続き雇用

保険の適用条件を満たしていることを十分に確認してください。（被保険者が役員に就任した場合など）

１．通常の場合（当初交付期間に係るもので、特例増設のない場合）

（１） 氏名等の記入

■ 新規申請で新設（基礎雇用者がない）の場合

企業立地日から平成２９年９月３０日までの新規雇用者、転入者等について、氏名と雇用保険

被保険者種類・区分を記入し、平成２９年９月３０日在籍者は①欄に○を付けます。

■ 新規申請で増設（基礎雇用者がある）の場合

基礎雇用基準日から平成２９年９月３０日までの新規雇用者、転入者、転出者、離職者等につ

いて、氏名と雇用保険被保険者種類・区分を記入し、平成２９年９月３０日在籍者は①欄に○、基

礎雇用基準日在籍者は②欄に○を付けます。

基礎雇用基準日とは、企業立地日の１年前の日が属する半期の末日（今回は平成２８年３月３１

日又は平成２８年９月３０日）となります。②の下の空欄に基礎雇用基準日を記入してください。

■ 継続申請の場合

平成２９年度上期に提出された雇用保険被保険者一覧表の記載順のとおりに氏名と雇用保険

被保険者種類・区分を記入（離職・転出した者がいてもその行は抹消しない）し、新規雇用者、転

入者がある場合は下行に追記した上で、平成２９年９月３０日在籍者は①欄に○を付けます。

さらに増設の場合は、平成２９年度上期に提出された雇用保険被保険者一覧表のとおりに基礎

雇用基準日在籍者は②欄に○を付け、②の下の空欄に基礎雇用基準日を記入してください。

（２） 年月日等の記入

■ ①欄に○があり、②欄は無印である者

(a)(b)(c)欄のいずれかに該当します。(a)欄に雇用保険取得年月日、又は(b)(c)欄に転入年月日

を記入します。入社年月日と雇用保険取得年月日が異なる場合は、③欄に入社年月日を記入し

ます。転入者は③欄に転入元の事業所名と所在地（市町村名）を記入します。

■ ①欄は無印で、②欄に○がある者

すでに離職又は転出した場合等に該当します。その事由及び離職日又は転出日を③欄に記

入します。

■ ①欄、②欄ともに○がある者

(a)欄の雇用保険取得年月日、並びに(b)(c)欄の転入年月日は記入しないでください。
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（３） (a)(b)(c)欄の区分

■ (a)新規雇用者

対象の企業・事業所へ、新たに採用され従事している者。

■ (b)他の地域からの転入者

既存事業所から対象事業所へ、人事異動により配属され従事している者で、「同一市町村等か

らの転入者」以外の者。

■ (c)同一市町村等からの転入者

a.同一市町村間において、既存事業所から対象事業所へ、人事異動により配属され従事している

者。

b.同一道府県内において、所在市町村にある既存事業所から隣接市町村にある対象事業所へ、

人事異動により配属され従事している者。

c.同一道府県内において、隣接市町村にある既存事業所から別の隣接市町村にある対象事業所

へ、人事異動により配属され従事している者。

d.新設の場合、企業立地日の２カ月前の日より前の「新規雇用者」及び「他の地域からの転入者」

（４） 合計人数等の記入

それぞれの合計人数を求め、以下のように当初交付期間に係る雇用創出効果を算出します。

・基礎雇用者数··········· ②欄の合計雇用者数を記入

・控除雇用者数··········· (c)欄の合計雇用者数を記入

・控除合計数 ··············· ②＋(c)の合計数を記入

・期末雇用者数··········· ①欄の合計雇用者数を記入

・雇用創出効果··········· ①－（②＋(c)）の雇用者数を記入

対象事業所を単独で雇用保険上の事業所登録をしているにもかかわらず、期末雇用者数と事業所

台帳異動状況照会の人数が異なる場合、その理由を備考欄に記入します。

２．特例増設のある場合

企業立地日の属する半期の翌期以降８年間の交付期間を「当初交付期間」、特例増設日１度目の

属する半期の翌期以降８年間の交付期間を「延長交付期間１」、特例増設日２度目の属する半期の翌

期以降８年間の交付期間を「延長交付期間２」といいます。

今期において、当初交付期間、延長交付期間１、延長交付期間２が重複していない場合、該当の交

付期間に係る雇用保険被保険者一覧表のみ作成してください。

今期において、当初交付期間、延長交付期間１、延長交付期間２が重複している場合、重複する交

付期間に係る雇用保険被保険者一覧表をそれぞれ作成してください。控除雇用者数の把握等のため

に必要となります。
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（１） 氏名等の記入

■ 初回申請の場合

基礎雇用基準日（当初の企業立地が新設等の場合は企業立地日）から平成２９年９月３０日ま

での新規雇用者、転入者、転出者、離職者等について、氏名と雇用保険被保険者種類・区分を

記入し、平成２９年９月３０日在籍者は①欄に○、基礎雇用基準日在籍者は②欄に○を付けます。

基礎雇用基準日とは下表のとおりとなります。

当初の企業立地日が H20.3.31 以前

（特例増設前は旧制度を適用）

当初の企業立地日が H20.4.1 以降

（特例増設前は新制度を適用）

当初企業立地

（当初交付期間）

に係るもの

企業立地日の１年前の日が属する半期末日

特例増設１度目

（延長交付期間１）

に係るもの

特例増設日（１度目）の１年前の日

が属する半期末日

(Ａ)特例増設日（１度目）の１年前

の日が属する半期末日の雇用

者数

(Ｂ)企業立地日の属する半期の翌

期から特例増設日（１度目）の

属する半期の前期まで（補助金

の不交付期間を除く）の各半期

末日の雇用者数のうち最大の

雇用者数

⇒(Ａ)と(Ｂ)の大きいほうの雇用者

数となる半期末日

特例増設２度目

（延長交付期間２）

に係るもの

(Ａ)特例増設日（２度目）の１年前の日が属する半期末日の雇用者数

(Ｂ)特例増設日（１度目）の属する半期の翌期から特例増設日（２度目）の

属する半期の前期まで（補助金の不交付期間を除く）の各半期末日の

雇用者数のうち最大の雇用者数

⇒(Ａ)と(Ｂ)の大きいほうの雇用者数となる半期末日

■ 継続申請の場合

平成２９年度上期に提出された雇用保険被保険者一覧表の記載順のとおりに氏名と雇用保険

被保険者種類・区分を記入（離職・転出した者がいてもその行は抹消しない）し、新規雇用者、転

入者がある場合は下行に追記した上で、平成２９年９月３０日在籍者は①欄に○を付けます。

さらに、平成２９年度上期に提出された雇用保険被保険者一覧表のとおりに基礎雇用基準日在

籍者は②欄に○を付け、②の下の空欄に基礎雇用基準日を記入してください。
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（２） 年月日等の記入

■ ①欄に○があり、②欄は無印である者

(a)(b)(c)欄のいずれかに該当します。(a)欄に雇用保険取得年月日、又は(b)(c)欄に転入年月日

を記入します。入社年月日と雇用保険取得年月日が異なる場合は、③欄に入社年月日を記入し

ます。転入者は③欄に転入元の事業所名と所在地（市町村名）を記入します。

■ ①欄は無印で、②欄に○がある者

すでに離職又は転出した場合等に該当します。その事由及び離職日又は転出日を③欄に記

入します。

■ ①欄、②欄ともに○がある者

(a)欄の雇用保険取得年月日、並びに(b)(c)欄の転入年月日は記入しないでください。

（３） (a)(b)(c)欄の区分

■ (a)新規雇用者

対象の企業・事業所へ、新たに採用され従事している者。

■ (b)他の地域からの転入者

既存事業所から対象事業所へ、人事異動により配属され従事している者で、「同一市町村等か

らの転入者」以外の者。

■ (c)同一市町村等からの転入者

a.同一市町村間において、既存事業所から対象事業所へ、人事異動により配属され従事している

者。

b.同一道府県内において、所在市町村にある既存事業所から隣接市町村にある対象事業所へ、

人事異動により配属され従事している者。

c.同一道府県内において、隣接市町村にある既存事業所から別の隣接市町村にある対象事業所

へ、人事異動により配属され従事している者。

d.新設の場合、企業立地日の２カ月前の日より前の「新規雇用者」及び「他の地域からの転入者」

（４） 合計人数の記入

それぞれの合計人数を求め、以下のように当初企業立地、特例増設１度目、特例増設２度目に係

る雇用創出効果を各々算出します。

・基礎雇用者数··········· ②欄の合計雇用者数を記入

・控除雇用者数··········· (c)欄の合計雇用者数を記入

・控除合計数 ··············· ②＋(c)の合計数を記入

・期末雇用者数··········· ①欄の合計雇用者数を記入

・雇用創出効果··········· ①－（②＋(c)）の雇用者数を記入

対象事業所を単独で雇用保険上の事業所登録をしているにも拘わらず、期末雇用者数と事業所

台帳異動状況照会の人数が異なる場合、その理由を備考欄に記入します。
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原
子

力
発

電
施

設
等

周
辺

地
域

企
業

立
地

支
援

事
業

＜
記

入
例

＞

③
株

式
（
出

資
）
関

係

(１
)申

請
者

名

１
：

％

〒
-

２
：

％

３
：

％

1
2

3
4

5
6

7
8

9
0

1
2

3
(

)
４
：

％

(２
)企

業
概

要
５
：

％

人
％

証
％

年
月

日
月

1
（

％
)

（
所

在
地

）

１
：

２
：

3
（

％
)

％

３
：

④
借

入
金

・
預

金
関

係
（
単

位
：
百

万
円

）

①
損

益
実

績
及

び
見

通
し

（
単

位
：
百

万
円

）
（
決

算
期

ベ
ー

ス
）

１
：

(
27

年
4

月
～

2
8

年
3

月
）

(
28

年
4

月
～

2
9

年
3

月
）

(
29

年
4

月
～

3
0

年
3

月
）

②
販

売
状

況
（
単

位
：
百

万
円

）
（
決

算
期

ベ
ー

ス
）

１
：

〒
-

２
：

３
：

※
「
②

販
売

状
況

」
の

金
額

と
「
①

損
益

実
績

及
び

見
通

し
」
の

売
上

高
は

一
致

す
る

よ
う
に

記
載

平
成

２
９

年
１

０
月

２
５

日

本
社

所
在

地

法
人

番
号

（
1
3

桁
）

代
表

者
名

実
印

代
表

取
締

役
　

　
電

源
　

太
郎

今
回

の
申

請
２

う
ち

、
自

治
体

持
株

（
出

資
）
比

率

4
3
0

企
業

名
株

式
会

社
　

△
△

△
△

3

百
万

円
資

本
金

 ：

決
算

期
 ：

1
2
3

3
4
5
6

○
○

県
○

○
市

○
○

町
１
丁

目
２
番

３
号

自
動

車
部

品
（
気

化
器

）
製

造

1
0

4
,0

1
0

9
.3

○
○

銀
行

事
業

年
度

自
動

車
・
同

附
属

品
製

造
業

電
源

　
太

郎

7
.8

主
な

事
業

内
容

：
全

 従
 業

 員
 数

　
：

△
△

信
用

金
庫

期
目

経
常

損
益

○
○

県

1
0
0

6
0
.8

・
非

上
場

○
○

自
動

車
（
株

）

△
△

営
業

所

5
0
,0

0
0

0

2
（

比
率

の
合

計

3
,0

5
6

1
,2

3
2

住
　

　
　

　
所

△
△

県

3
0
,3

9
0

○
○

県

自
治

体
持

株
（
出

資
）

計

持
株

（
出

資
）

比
率

主
要

株
主

名
（

出
資

者
名

）
持

株
数

（
出

資
金

額
）

※
都

道
府

県
名

の
み

記
載

東
京

都

6
.8

3
,6

5
0

3
,8

9
3

3
,4

0
5

7
.3

上
場

（

8
.0

部
）
 J

A
S
D

A
Q

○
○

県

そ
　

の
　

他

4
,6

5
2

△
△

銀
行

○
○

工
場

△
1
1
3

1
5
3

当
期

損
益

)
％

○
○

銀
行借

入
先

1
,7

1
1

預
　

金
　

額

3
5
4

平
成

２
９

審
査

依
頼

書

年
度

1
,2

5
3

本
社

（
事

業
所

名
）

下
期

3
0

通
算

2
,5

0
0

昭
和

1

対
象

事
業

所
以

外
の

○
○

県
○

○
市

○
○

町
１

丁
目

２
番

３
号

△
△

信
用

金
庫

（
見

通
し

）

平
成

平
成

2
8

年
度

(実
績

）

売
　

上
　

高

9
,6

5
6

(３
)今

回
の

申
請

に
係

る
連

絡
窓

口

4
,1

4
4

そ
　

　
の

　
　

他
1
,7

0
0

1
7
0

事
業

所
名

□
□

（
株

）

平
成

7
8
4

7
4
5

３
：

2
,3

7
0

－
１

－

電
　

話
：

1
2
3
4
-
0
0
-
0
0
0
0

5
8
,7

1
3

□
□

　
□

□

氏
名

：

計
5
6
,8

1
3

メ
ー

ル
ア

ド
レ

ス
：

金
  

 額
 数

  
  

量
  

年
度

2
9

業
　

　
　

　
種

　
：

設
　

　
立

　
　

日
　

：

5
9
,8

0
0

借
入

金
額

そ
　

の
　

他

9
,0

0
0
千

個

2
,4

0
0
千

個

8
0
千

個

年
度

営
業

損
益

1
,4

3
2

3
7
8

２
：

3
3
,2

1
3

副
担

当
者

ポ
ン

プ
類

2
8

 数
  

  
量

  

年
度

計

（
見

通
し

）

総
務

部

3
1
,4

6
5

2
7

住
所

1
2
3

3
4
5
6

株
式

会
社

　
△

△
△

△
　

　
本

社

1
,8

1
3

5
,0

0
0

3
,4

8
7

2
0
,6

8
0

3
0
,3

0
0

1
7
,2

0
0

金
  

 額

総
務

課
長

総
務

主
任

 数
  

  
量

  
金

  
 額

9
,5

0
0
千

個
○

○
県

○
○

市
○

○
町

１
丁

目
２

番
３

号

7
,5

0
0

4
,0

0
0

氏
名

：
役

職
：

1
8
,1

0
0

○
○

○
@

△
△

△
△

.c
o
.j
p

2
,5

6
8

総
務

部
役

職
：

所
属

：

所
属

：

主
担

当
者

5
9
,8

0
0

1
2
3
4
-
0
0
-
0
0
0
1

2
,1

0
0
千

個

1
0
0
千

個

△
△

　
△

△

Ｆ
Ａ

Ｘ
:

気
化

器
類

燃
料

噴
射

部
品

8
,5

0
0
千

個

2
,0

0
0
千

個

1
5
0
千

個

平
成

年
度

（
実

績
）

近
傍

店

(３
ヶ

所
以

内
)

○
○

県
○

○
市

○
○

町
６

丁
目

７
８

番
９

号

○
○

県
△

△
市

△
△

町
９

丁
目

８
番

７
６

５
号

5
8
,7

1
3

1
,5

4
8

5
6
,8

1
3

2
7

（
実

績
）

△
1
2
1

主
要

製
品

別

又
は

部
門

別

平
成

2
9

年
度

(実
績

）

平
成

新
規
・
特
例

増
設
（
初
回
）：
平

成
２
９
年
１
０
月
１
６
日
～
１
１
月

６
日

継
続

：
平
成
２
９
年
１
０
月
１
６
日
～

１
０
月

３
０
日

日
本
標
準

産
業
分

類
の
小

分
類
を
記
入

自
治
体
持

株
（
出
資

）が
無
い
場
合

は
「０

」
と
記
入

企
業
立
地
日

の
翌
々

半
期
か
ら
申

請
の
場

合
は
２
期

目
か
ら
開
始
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(４
)交

付
対

象
事

業
所

概
要

※
は

初
回

申
請

時
の

内
容

と
な

り
ま

す
。

（
５

）
添

付
提

出
書

類
　

　
※

添
付

提
出

書
類

は
、

漏
れ

の
な

い
よ

う
に

し
て

く
だ

さ
い

。

【
電

力
関

係
書

類
】

　
（

②
～

⑤
は

写
し

）
チ

ェ
ッ

ク
欄

（
提

出
は

○
）
↓

　

〒
-

① ② ③

（
）

（
旧

市
町

村
名

：
）

④

同
一

道
府

県
内

の
既

存
事

業
所

：
(

)
(事

業
所

名
：

）
⑤

事
業

内
容

(製
品

)：
※

１
：
初

回
申

請
及

び
継

続
申

請
で

契
約

電
力

を
変

更
し

た
場

合
の

み
必

要
。

【
雇

用
関

係
書

類
】

　
（

⑦
、

⑩
～

⑬
は

写
し

）

⑥ ⑦ ⑧ ⑨

年
月

日
⑩

年
月

日
年

月
日

⑪

(
)

（
）

（
）

⑫

（
）

万
円

）
⑬

公
共

職
業

安
定

所

営
業

所
(電

話
:

Ｆ
Ａ

Ｘ
:

）

（
）

（
）

（
）

（
）

【
特

例
給

付
金

に
係

る
投

資
書

類
】

　
（

⑮
は

写
し

）

（
）

⑭

（
）

⑮ 【
そ

の
他

書
類

】
　

（
写

し
）

⑯

〒
１

０
３

－
０

０
１

２
東

京
都

中
央

区
日

本
橋

堀
留

町
二

丁
目

３
番

３
号

　
堀

留
中

央
ビ

ル
７

階
⑰

（
一

財
）
電

源
地

域
振

興
セ

ン
タ

ー
　

総
務

企
画

部
　

立
地

審
査

課
⑱

電
話

：
０
３
－

６
３
７
２
－

７
３
０
７

Ｆ
Ａ

Ｘ
：

０
３
－

６
３
７
２
－

７
３
０
１

⑲

※
新

規
及

び
特

例
増

設
（
初

回
）
申

請
の

場
合

の
応

募
書

類
提

出
先

は
新

潟
県

で
す

。
　

そ
の

他
必

要
に

応
じ

、
書

類
の

提
出

を
お

願
い

す
る

こ
と

が
あ

り
ま

す
。

－
２

－

会
社

案
内

、
会

社
概

要
等

○

提
出

・
連

絡
先

会
社

組
織

図
、

体
制

表
等

○

決
算

書
（
貸

借
対

照
表

、
損

益
計

算
書

）過
去

２
年

分
○

【
共

同
申

請
・
共

同
受

電
の

場
合

】給
付

金
の

配
分

等
に

か
か

る
協

定
書

○

申
請

者
以

外
に

よ
る

電
気

料
金

負
担

の
有

無
：

有
　

・
　

無
固

定
資

産
台

帳
及

び
経

理
処

理
関

係
書

類
○

期
）

指
定

管
理

者
の

指
定

の
有

無
：

有
　

・
　

無

特
例

給
付

の
有

無
：

有
　

・
　

無
特

例
給

付
金

に
係

る
付

属
書

類
【
様

式
５
-１

、
５
-２

、
様

式
５
-
２
の

別
紙

１
、

別
紙

２
】

工
業

団
地

名
：

○
○

中
核

工
業

団
地

管
轄

ハ
ロ

ー
ワ

ー
ク

：
○

○
※

２
：
 異

動
状

況
（
旧

ヘ
ッ

ダ
ー

２
）
照

会
へ

の
登

録
が

対
象

事
業

所
単

独
で

な
さ

れ
て

い
る

場
合

は
不

要
。

※
３

：
 期

末
雇

用
者

分
す

べ
て

が
必

要
。

※
４

、
※

５
：

　
　

　
・
特

例
給

付
金

が
加

算
さ

れ
な

い
場

合
、

新
規

申
請

時
に

は
新

規
雇

用
者

及
び

他
の

地
域

か
ら

の
転

入
者

の

　
　

　
　

う
ち

３
人

（
契

約
電

力
が

1
,5

0
0
kW

を
超

え
る

場
合

は
２

０
人

）
必

要
。

継
続

申
請

時
に

は
不

要
。

　
　

　
・
特

例
給

付
金

が
加

算
さ

れ
る

場
合

、
新

規
申

請
時

及
び

特
例

増
設

（
１

度
目

及
び

２
度

目
）
の

初
回

申
請

時

　
　

　
　

に
は

、
新

規
雇

用
者

と
他

の
地

域
か

ら
の

転
入

者
全

員
分

が
必

要
。

継
続

申
請

時
に

は
前

回
提

出
以

降
の

　
　

　
　

新
規

雇
用

者
と

他
の

地
域

か
ら

の
転

入
者

全
員

分
が

必
要

。

電
力

会
社

等
：

△
△

電
力

　
○

○
5
6
7
8
-
0
0
-
0
0
0
0

5
6
7
8
-
0
0
-
0
0
0
1

※
共

同
申

請
の

有
無

：
有

　
・
　

無
※

共
同

受
電

の
有

無
：

有
　

・
　

無

過
去

に
当

給
付

金
を

受
給

し
た

実
績

の
有

無
：

有
終

了
 ・

 受
給

中
 ・

 無

有
終

了
の

場
合

・
・
・当

初
申

請
年

度
：

（
平

成
年

度

労
働

者
名

簿
　

※
４

○

※
特

例
給

付
に

係
る

投
資

額
の

有
無

：
有

　
・
　

無
有

の
場

合
・・

・
（投

資
金

額
：

1
,2

0
0

賃
金

台
帳

　
※

５
○

※
立

地
区

分
：

A
 ・

 B
 ・

 C
 ・

 D
電

力
形

態
：

新
設

 ・
 増

設
雇

用
形

態
：

新
設

 ・
 増

設

平
成

タ
イ

ム
カ

ー
ド

又
は

出
勤

簿
等

（
平

成
２
９
年

９
月

３
０
日

を
含

む
も

の
）　

※
３

○

雇
用

保
険

被
保

険
者

資
格

取
得

等
確

認
通

知
書

（
事

業
主

通
知

用
）
　

※
３

○

※
特

例
増

設
日

１
　

：
平

成
※

特
例

増
設

日
２
　

：

※
企

業
立

地
日

　
：

平
成

2
8

1
1

1

○

事
業

所
台

帳
異

動
状

況
（
旧

ヘ
ッ

ダ
ー

２
）
照

会
（
ハ

ロ
ー

ワ
ー

ク
よ

り
入

手
し

て
く

だ
さ

い
）

○

事
業

所
別

雇
用

内
訳

表
【
様

式
３
】
　

※
２

○

誓
約

書
【
様

式
４
】

○

自
動

車
部

品
（
気

化
器

）
製

造
業

種
：

自
動

車
・
同

附
属

品
製

造
業

※
事

業
所

立
地

に
至

っ
た

経
緯

(具
体

的
に

)

△
△

市
で

○
○

を
製

造
し

て
い

る
○

○
工

場
が

増
産

に
よ

り
手

狭
に

な
っ

た
た

め
、

立
地

条
件

（
交

通
・
地

価
が

廉
価

等
）
が

良
好

で
、

労
働

力
の

確
保

が
容

易
な

同
市

に
新

工
場

を
建

設
し

、
全

面
移

転
し

た
。

雇
用

保
険

被
保

険
者

一
覧

表
【
様

式
２
】

合
併

の
有

無
 ：

有
　

・
　

無
△

△
△

町
電

気
料

金
請

求
書

、
料

金
内

訳
明

細
書

等
（電

気
料

金
算

定
方

法
が

確
認

で
き

る
も

の
）

○

有
　

・
　

無
本

社
、

○
○

工
場

、
△

△
営

業
所

電
気

料
金

の
領

収
書

又
は

口
座

振
替

の
お

知
ら

せ
等

（
料

金
支

払
が

確
認

で
き

る
も

の
）

○

電
力

帳
票

ま
と

め
表

【様
式

１
】

○

○
○

県
○

○
市

○
○

町
４
丁

目
３
２
番

１
号

電
力

使
用

開
始

申
込

書
又

は
増

設
申

込
書

等
（
企

業
立

地
日

等
を

確
認

で
き

る
も

の
）　

※
１

○

Ｈ
６
．

１
１
．

１
以

降
の

市
町

村
合

併
が

あ
っ

た
場

合
は

事
業

所
が

属
し

て
い

た
旧

市
町

村
名

を
（
　

）
内

に
記

入
電

力
の

検
針

票
又

は
使

用
量

の
お

知
ら

せ
等

（
使

用
期

間
が

確
認

で
き

る
も

の
）

○

事
業

所
名

：
株

式
会

社
　

△
△

△
△

　
　

△
△

工
場

所
在

地
：

1
2
3

3
4
8
9

日
本

標
準

産
業

分
類

の
小

分
類

を
記

入

工
業

団
地

へ
の

立
地

で
は

な
い
場

合
は
「
非
該

当
」と

記
入

⑫
⑬

は
労

働
基

準
法

で
事

業
所

ご
と
に

作
成

・
保

存
が

義
務

づ
け
ら
れ

て
い
ま
す

継
続

申
請

の
場

合
は

「
受
給

中
」を

選
択
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＜
記

入
例

＞
（

様
式

１
）

電
力

帳
票

ま
と

め
表

　
【

対
象

電
気

料
金

】

・
継

続
申

請
：

平
成

２
９

年
４

月
１

日
～

平
成

２
９

年
９

月
３

０
日

ま
で

の
支

払
電

気
料

金
。

・
新

規
申

請
お

よ
び

特
例

増
設

の
初

回
申

請
（

継
続

申
請

と
の

重
複

期
間

を
除

く
）

：
企

業
立

地
日

・
特

例
増

設
日

の
属

す
る

月
の

翌
月

以
降

の
支

払
分

で
、

か
つ

平
成

２
９

年
４

月
１

日
～

平
成

２
９

年
９

月
３

０
日

ま
で

の
支

払
電

気
料

金
。

・
契

約
種

別
が

複
数

あ
る

場
合

は
、

別
途

電
力

契
約

ご
と

に
集

計
表

を
作

成
し

、
各

月
ご

と
に

合
算

し
て

記
入

。

※
但

し
、

上
記

期
間

中
の

支
払

で
あ

っ
て

も
、

支
払

期
日

（
早

収
期

限
）

後
の

支
払

で
翌

半
期

の
支

払
電

気
料

金
に

つ
い

て
は

対
象

外
と

な
り

ま
す

。

●
そ

の
他

料
金

（
遅

収
料

金
、

延
滞

利
息

、
契

約
超

過
金

等
）

に
つ

い
て

確
認

し
て

く
だ

さ
い

。
　

　
（

有
・

無
）

○
契

約
種

別

○
企

業
立

地
日

　
平

成
2

8
年

1
0

月
1

7
日

○
特

例
増

設
日

１
　

平
成

年
月

日
○

特
例

増
設

日
２

　
平

成
年

月
日

　

　

遅
収

料
金

延
滞

利
息

契
約

超
過

金
等

（
円

）

①
H

2
9

.　
3

月
分

2
／

1
7

～
3

／
1

6
3

／
1

7
4

／
1

7
4

／
2

7

②
4

月
分

3
／

1
7

～
4

／
1

6
4

／
1

7
5

／
1

7
5

／
1

7

③
5

月
分

4
／

1
7

～
5

／
1

6
5

／
1

7
6

／
1

9
6

／
1

9

④
6

月
分

5
／

1
7

～
6

／
1

6
6

／
1

7
7

／
1

8
7

／
1

8

⑤
7

月
分

6
／

1
7

～
7

／
1

6
7

／
1

7
8

／
1

7
8

／
1

7

⑥
8

月
分

7
／

1
7

～
8

／
1

6
8

／
1

7
9

／
1

9
9

／
1

9

⑦
月

分
／

～
／

／
／

／

【
新

規
申

請
で

電
力

形
態

が
増

設
の

場
合

の
み

　
下

表
も

記
入

】

・
企

業
立

地
日

の
属

す
る

月
に

支
払

っ
た

分
を

含
む

過
去

１
年

間
の

実
績

を
記

入

　

遅
収

料
金

延
滞

利
息

契
約

超
過

金
等

（
円

）

①
H

2
7

. 
1

0
月

分
9

／
1

7
～

1
0

／
1

6
1

0
／

1
7

1
1

／
1

7
1

1
／

1
7

②
1

1
月

分
1

0
／

1
7

～
1

1
／

1
6

1
1

／
1

7
1

2
／

1
7

1
2

／
1

7

③
1

2
月

分
1

1
／

1
7

～
1

2
／

1
6

1
2

／
1

7
1

／
1

8
1

／
1

8

④
H

2
8

.　
1

月
分

1
2

／
1

7
～

1
／

1
6

1
／

1
7

2
／

1
7

2
／

1
7

⑤
2

月
分

1
／

1
7

～
2

／
1

6
2

／
1

7
3

／
1

7
3

／
1

7

⑥
3

月
分

2
／

1
7

～
3

／
1

6
3

／
1

7
4

／
1

8
4

／
1

8

⑦
4

月
分

3
／

1
7

～
4

／
1

6
4

／
1

7
5

／
1

7
5

／
1

7

⑧
5

月
分

4
／

1
7

～
5

／
1

6
5

／
1

7
6

／
1

7
6

／
1

7

⑨
6

月
分

5
／

1
7

～
6

／
1

6
6

／
1

7
7

／
1

9
7

／
1

9

⑩
7

月
分

6
／

1
7

～
7

／
1

6
7

／
1

7
8

／
1

7
8

／
1

7

⑪
8

月
分

7
／

1
7

～
8

／
1

6
8

／
1

7
9

／
2

0
9

／
2

0

⑫
9

月
分

8
／

1
7

～
9

／
1

6
9

／
1

7
1

0
／

1
7

1
0

／
1

7

高
圧

電
力

Ｓ

（
計

量
日

）

帳
票

月
分

使
用

期
間

検
針

日
支

払
期

日

株
式

会
社

　
△

△
△

△
株

式
会

社
　

△
△

△
△

△
△

工
場

企
　

業
　

名
（

法
人

名
又

は
個

人
名

）
事

　
業

　
所

　
名

（
早

収
期

限
）

[k
W

]
（

円
）

（
円

）
（

円
）

支
払

日
契

約
電

力
早

収
料

金
（

a
）

そ
の

他
料

金
（

b
）

（
円

）

1
,7

7
4

,6
5

8

消
費

税
等

（
ｃ

）
請

求
金

額
（

a
+
b

+
c
）

1
4

9
,1

6
7

2
,0

1
3

,7
6

4

2
,0

4
4

,5
1

0

電
気

料
金

（
a
+
b
）

1
,9

1
6

,6
3

0

5
,1

0
8

1
5

1
,4

4
5

1
,8

9
3

,0
6

5

1
,7

7
4

,6
5

8
1

4
1

,9
7

2

1
2

,2
0

1
,2

4
4

実
支

払
電

気
料

金
（

算
定

に
用

い
る

電
気

料
金

）

1
1

,2
9

7
,4

5
1

9
0

3
,7

9
3

1
,9

2
2

,3
2

6
3

4
1

1
,7

7
9

,9
3

2
0

1
,7

7
9

,9
3

2

3
4

4
1

,9
8

7
,7

4
6

0
1

,9
8

7
,7

4
6

1
5

9
,0

1
9

1
,9

9
7

,4
5

3

2
,1

4
6

,7
6

5

1
4

2
,3

9
4

2
,1

5
7

,2
4

9
1

5
9

,7
9

6

合
　

　
　

　
計

2
,0

5
1

1
1

,2
9

1
,9

3
4

5
,1

0
8

当 　 該 　 期

帳
票

月
分

使
用

期
間

検
針

日
支

払
期

日
支

払
日

契
約

電
力

そ
の

他
料

金
（

b
）

3
4

1
1

,8
6

4
,5

9
7

0

3
4

5
1

,9
9

7
,4

5
3

0

3
4

0

3
4

0
1

,8
8

7
,5

4
8

0

1
,8

6
4

,5
9

7

（
早

収
期

限
）

[k
W

]
（

円
）

（
円

）
（

円
）

（
円

）

早
収

料
金

（
a
）

1
,2

3
2

,2
0

0

2
8

5
1

,1
4

5
,9

2
6

0
1

,1
4

5
,9

2
6

9
1

,6
7

4
1

,2
3

7
,6

0
0

2
8

5
1

,1
4

0
,9

2
6

0
1

,1
4

0
,9

2
6

電
気

料
金

（
a
+
b
）

消
費

税
等

（
ｃ

）
請

求
金

額
（

a
+
b

+
c
）

1
,1

4
0

,9
2

6
9

1
,2

7
4

1
,1

4
0

,9
2

6
0

9
1

,2
7

4

1
,2

3
2

,2
0

0

2
8

5
1

,1
3

4
,2

2
6

0
1

,1
3

4
,2

2
6

9
0

,7
3

8
1

,2
2

4
,9

6
4

2
8

5

1
,2

4
7

,9
6

8

9
1

,3
2

2

1
,2

1
7

,6
2

0

2
8

4
1

,1
2

8
,1

2
6

0
1

,1
2

8
,1

2
6

9
0

,2
5

0
1

,2
1

8
,3

7
6

2
8

4
1

,1
2

7
,4

2
6

0
1

,1
2

7
,4

2
6

9
0

,1
9

4

1
,1

4
1

,5
2

6

1
,2

2
0

,5
3

5

2
8

5
1

,1
3

3
,9

2
6

0
1

,1
3

3
,9

2
6

9
0

,7
1

4
1

,2
2

4
,6

4
0

2
8

5

0

1
,1

3
0

,1
2

5
0

1
,1

3
0

,1
2

5
9

0
,4

1
0

2
8

5
1

,1
4

0
,4

2
6

0
1

,1
4

0
,4

2
6

9
1

,2
3

4

（
計

量
日

）

増 設 前 １ 年 間

1
,2

3
2

,8
4

8

1
,0

9
2

,7
6

8

1
,2

3
1

,6
6

0

2
8

5
1

,1
4

0
,5

2
5

0
1

,1
4

0
,5

2
5

9
1

,2
4

2

1
,1

4
1

,5
2

6

1
4

,7
5

2
,3

7
8

合
　

　
　

　
計

3
,4

2
0

1
3

,6
5

9
,6

1
0

0
1

3
,6

5
9

,6
1

0

1
,2

3
1

,7
6

7

2
8

5

2
8

7
1

,1
5

5
,5

2
6

0
1

,1
5

5
,5

2
6

9
2

,4
4

2
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＜記入例＞　新設１ （様式２）

【事業所名：  】

【企  業  立  地  日 平成 29 年 5 月 1 日】

【特例増設日１度目　 平成 年 月 日】

【特例増設日２度目　 平成 年 月 日】

　１．当初企業立地（当初交付期間）に係る雇用創出効果

人

人

人

人

人

　２．特例増設１度目（延長交付期間１）に係る雇用創出効果  ３．特例増設２度目（延長交付期間２）に係る雇用創出効果

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

1 1

2 1

3 1

4 1

5 1

6 1

7 1

8 1

9 1

10 1

11 1

12 1

13 1

14 1

15 1

16 1

17 1

18 1

19 1

20 1

人 人 4 人 7 人 人

※ “（ｂ）他の地域から”に該当する者は、転入時に必ず転入元、転入先、転入日が確認出来る資料（辞令の写し等）をご提出ください。

※ 該当者なしの場合は、それぞれの合計に「０（ゼロ）」を記入してください。

所在市町村のむつ市に平成29年5月新設で企業立地

雇用保険被保険者一覧表

株式会社　○○○○　　むつ第二工場

基礎雇用者数　　②・・・・・A　 0 【備考：期末雇用者数と事業所台帳異動状況照会が、雇用保険上、対象事業

所を単独登録しているにも拘わらず不一致の場合】控除雇用者数　　(c)・・・・・B 7

控除合計数　　　　A＋B＝C 7

期末雇用者数　　①・・・・・D 20

雇用創出効果　　　　　　D－C 13

基礎雇用者数　　②・・・・・E　 基礎雇用者数　　②・・・・・H　

控除雇用者数　　(c)・・・・・F 控除雇用者数　　(c)・・・・・I

控除合計数　　　　E＋F＝G 控除合計数　　　　 H＋I＝J

期末雇用者数　　①・・・・・D 期末雇用者数　　①・・・・・D

雇用創出効果　　　　　　D－G 雇用創出効果　　　　　　D－J

番号 氏　　　名

① ②

被保険

者種類

・区分

新規雇用者

該当者に○ 取得年月日 転入年月日 転入年月日 該当者に○

③

既存事業所からの転入者 転入元事業所（所在

地）、離職・転出の事

由・日付、転出先事業
所　等

H29.9.30 (a) (b) (ｃ) 基礎雇用

基準日の
在籍者在籍者

他の地域

から

同一市町村

等から

むつ第一工場（むつ市）

むつ第一工場（むつ市）

○○　○○ ○ H29.5.10 むつ第一工場（むつ市）

○○　○○ ○

○○　○○ ○ H29.5.10

H29.5.10

むつ第一工場（むつ市）

○○　○○ ○ H29.5.10

H29.1.21

むつ第一工場（むつ市）

○○　○○ ○ H29.5.10

本社工場（青森市）

○○　○○ ○ H29.5.10 おいらせ工場（おいらせ町）

○○　○○ ○

六ヶ所工場（六ヶ所村）

○○　○○ ○ H29.5.10

H29.5.10

おいらせ工場（おいらせ町）

○○　○○ ○ H29.5.10

六ヶ所工場（六ヶ所村）

○○　○○ ○ H29.2.1

○○　○○ ○

○○　○○ ○ H29.4.1

H29.4.1

○○　○○ ○ H29.4.1

○○　○○ ○ H29.4.1

○○　○○ ○

○○　○○ ○ H29.4.1

○○　○○ ○ H29.5.1

○ H29.5.1

○○　○○ ○ H29.5.1

○○　○○

9

○○　○○ ○ H29.6.1

0

入社日 H29.5.10

合　　　計
① (a) (b) (c) ②

20

企業立地日の２カ月前

の日より前の転入者は

（c）に記入

企業立地日の２カ月前

の日より前の新規雇用

者は（c）に記入

同一県内において

別の施設の「所在」から

「所在」への転入者

入社日と雇用保険取

得日が異なる場合は

入社日を記入

同一県内において

「隣接」から「所在」へ

の転入者
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＜記入例＞　新設２ （様式２）

【事業所名：  】

【企  業  立  地  日 平成 29 年 8 月 1 日】

【特例増設日１度目　 平成 年 月 日】

【特例増設日２度目　 平成 年 月 日】

　１．当初企業立地（当初交付期間）に係る雇用創出効果

人

人

人

人

人

　２．特例増設１度目（延長交付期間１）に係る雇用創出効果  ３．特例増設２度目（延長交付期間２）に係る雇用創出効果

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

1 1

2 1

3 1

4 1

5 1

6 1

7 1

8 1

9 1

10 1

11 1

12 1

13 1

14 1

15 1

16 1

17 1

18 1

19 1

20 1

人 人 1 人 9 人 人

※ “（ｂ）他の地域から”に該当する者は、転入時に必ず転入元、転入先、転入日が確認出来る資料（辞令の写し等）をご提出ください。

※ 該当者なしの場合は、それぞれの合計に「０（ゼロ）」を記入してください。

控除合計数　　　　A＋B＝C 9

期末雇用者数　　①・・・・・D 20

雇用創出効果　　　　　　D－C 11

隣接市町村の三沢市に平成29年8月新設で企業立地

雇用保険被保険者一覧表

株式会社　○○○○　　三沢第二工場

基礎雇用者数　　②・・・・・A　 0 【備考：期末雇用者数と事業所台帳異動状況照会が、雇用保険上、対象事業

所を単独登録しているにも拘わらず不一致の場合】控除雇用者数　　(c)・・・・・B 9

控除合計数　　　　E＋F＝G 控除合計数　　　　 H＋I＝J

期末雇用者数　　①・・・・・D 期末雇用者数　　①・・・・・D

基礎雇用者数　　②・・・・・E　 基礎雇用者数　　②・・・・・H　

控除雇用者数　　(c)・・・・・F 控除雇用者数　　(c)・・・・・I

雇用創出効果　　　　　　D－G 雇用創出効果　　　　　　D－J

番号 氏　　　名

① ②

被保険

者種類

・区分

新規雇用者 他の地域

から

同一市町村

等から

該当者に○ 取得年月日 転入年月日 転入年月日 該当者に○

③

既存事業所からの転入者 転入元事業所（所在

地）、離職・転出の事

由・日付、転出先事業
所　等

H29.9.30 (a) (b) (ｃ) 基礎雇用

基準日の
在籍者在籍者

○○　○○ ○ H29.8.10 三沢第一工場（三沢市）

三沢第一工場（三沢市）

○○　○○ ○ H29.8.10 三沢第一工場（三沢市）

○○　○○ ○ H29.8.10

三沢第一工場（三沢市）

○○　○○ ○ H29.8.10 むつ第一工場（むつ市）

○○　○○ ○ H29.8.10

本社工場（青森市）

○○　○○ ○ H29.8.20 おいらせ工場（おいらせ町）

○○　○○ ○ H29.5.21

六ヶ所工場（六ヶ所村）

○○　○○ ○ H29.8.20 本社工場（青森市）

○○　○○ ○ H29.8.20

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.5.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

入社日 H29.6.10

○○　○○ ○ H29.9.1

○○　○○ ○ H29.8.1

○○　○○ ○ H29.9.1

○○　○○ ○ H29.9.1

○○　○○ ○ H29.9.1

○○　○○ ○ H29.9.1

0
合　　　計

① (a) (b) (c) ②

20 10

○○　○○ ○ H29.9.1

企業立地日の２カ月前

の日より前の新規雇用

者は（c）に記入

入社日と雇用保険取

得日が異なる場合は

入社日を記入

企業立地日の２カ月前

の日より前の転入者は

（c）に記入

同一県内において

「所在」から「隣接」へ

の転入者は（c）に記入

同一県内において

「隣接」から「隣接」へ

の転入者は（c）に記入



- 18 -

＜記入例＞　増設 （様式２）

【事業所名：  】

【企  業  立  地  日 平成 28 年 2 月 1 日】

【特例増設日１度目　 平成 年 月 日】

【特例増設日２度目　 平成 年 月 日】

　１．当初企業立地（当初交付期間）に係る雇用創出効果

人

人

人

人

人

　２．特例増設１度目（延長交付期間１）に係る雇用創出効果  ３．特例増設２度目（延長交付期間２）に係る雇用創出効果

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

1 1

2 1

3 1

4 1

5 1

6 1

7 1

8 1

9 1

10 1

11 1

12 1

13 1

14 1

15 1

16 1

17 1

18 1

19 1

20 1

人 人 2 人 2 人 人

※ “（ｂ）他の地域から”に該当する者は、転入時に必ず転入元、転入先、転入日が確認出来る資料（辞令の写し等）をご提出ください。

※ 該当者なしの場合は、それぞれの合計に「０（ゼロ）」を記入してください。

9

本社工場（青森市）

合　　　計
① (a) (b) (c) ②

14 4

電源　花子 ○ H29.8.20

むつ第一工場（むつ市）

電源　太郎 ○ H29.8.20 入社日 H28.6.20

○○　○○ ○ H29.7.1

むつ第一工場（むつ市）

○○　○○ ○ H29.7.1

○○　○○ ○ H29.1.19

本社工場（青森市）

○○　○○ ○ H28.5.19

○○　○○ ○ H28.3.24

H29.7.10離職

○○　○○ H29.7.31本社工場へ転出

○○　○○

○○　○○ H29.5.29離職

○○　○○ ○ H28.2.3

H29.1.31離職

○○　○○ ○ ○

○○　○○ ○

H28.1.31本社工場へ転出

○○　○○ ○ ○

電源　花子 ○

○○　○○ ○ ○

○○　○○ ○ ○

○○　○○ ○ ○

電源　太郎 ○

○○　○○ ○ ○

H27.10.25離職

③

既存事業所からの転入者 H27.3.31 転入元事業所（所在

地）、離職・転出の事

由・日付、転出先事業
所　等

H29.9.30 (a) (b) (ｃ) 基礎雇用

基準日の
在籍者在籍者

雇用創出効果　　　　　　D－G 雇用創出効果　　　　　　D－J

番号 氏　　　名

① ②

被保険

者種類

・区分

新規雇用者 他の地域

から

同一市町村

等から

該当者に○ 取得年月日 転入年月日 転入年月日 該当者に○

控除合計数　　　　E＋F＝G 控除合計数　　　　 H＋I＝J

期末雇用者数　　①・・・・・D 期末雇用者数　　①・・・・・D

基礎雇用者数　　②・・・・・E　 基礎雇用者数　　②・・・・・H　

控除雇用者数　　(c)・・・・・F 控除雇用者数　　(c)・・・・・I

控除合計数　　　　A＋B＝C 11
1人の相違理由（一覧表14人、異動状況照会15人）
高年齢被保険者1人を除いたため。

期末雇用者数　　①・・・・・D 14

雇用創出効果　　　　　　D－C 3

隣接市町村の三沢市に平成28年2月増設で企業立地　継続申請の場合

雇用保険被保険者一覧表

株式会社　○○○○　　三沢第一工場

基礎雇用者数　　②・・・・・A　 9 【備考：期末雇用者数と事業所台帳異動状況照会が、雇用保険上、対象事業

所を単独登録しているにも拘わらず不一致の場合】控除雇用者数　　(c)・・・・・B 2

“増設”の場合は

基礎雇用基準日を記入

№1～№16は前回申請時に提出済みの

雇用保険被保険者一覧表の記載順の

とおりとし、離職・転出した者がいても、
その者の行を抹消しない

“増設”の場合は

基礎雇用基準日を記入

№1～№16は前回申請時に提出済みの

雇用保険被保険者一覧表の記載順の

とおりとし、離職・転出した者がいても、
その者の行を抹消しない

前回申請時からの新規雇用者・

転入者（再雇用者、再転入者を

含む）は新たな行を追加して記入
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＜記入例＞　特例増設（当初企業立地分） （様式２）

【事業所名：  】

【企  業  立  地  日 平成 24 年 10 月 1 日】

【特例増設日１度目　 平成 27 年 5 月 1 日】

【特例増設日２度目　 平成 29 年 6 月 1 日】

　１．当初企業立地（当初交付期間）に係る雇用創出効果

人

人

人

人

人

　２．特例増設１度目（延長交付期間１）に係る雇用創出効果  ３．特例増設２度目（延長交付期間２）に係る雇用創出効果

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

1 1

2 1

3 1

4 1

5 1

6 1

7 1

8 1

9 1

10 1

11 1

12 1

13 1

14 1

15 1

16 1

17 1

18 1

19 1

20 1

人 人 2 人 4 人 人

※ “（ｂ）他の地域から”に該当する者は、転入時に必ず転入元、転入先、転入日が確認出来る資料（辞令の写し等）をご提出ください。

※ 該当者なしの場合は、それぞれの合計に「０（ゼロ）」を記入してください。

2
合　　　計

① (a) (b) (c) ②

20 12

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

六ヶ所工場（六ヶ所村）

○○　○○ ○ H29.5.15 むつ第二工場（むつ市）

○○　○○ ○ H27.6.1

むつ営業所（むつ市）

○○　○○ ○ H27.6.1 六ヶ所工場（六ヶ所村）

○○　○○ ○ H27.6.1

むつ営業所（むつ市）

○○　○○ ○ H27.5.1 むつ営業所（むつ市）

○○　○○ ○ H27.5.1

○○　○○ ○ H24.10.1

○○　○○ ○ H24.10.1

○○　○○ ○ H24.10.1

○○　○○ ○ ○

○○　○○ ○ ○

③

既存事業所からの転入者 H24.3.31 転入元事業所（所在

地）、離職・転出の事

由・日付、転出先事業
所　等

H29.9.30 (a) (b) (ｃ) 基礎雇用

基準日の
在籍者在籍者

雇用創出効果　　　　　　D－G 雇用創出効果　　　　　　D－J

番号 氏　　　名

① ②

被保険

者種類

・区分

新規雇用者 他の地域

から

同一市町村

等から

該当者に○ 取得年月日 転入年月日 転入年月日 該当者に○

控除合計数　　　　E＋F＝G 控除合計数　　　　 H＋I＝J

期末雇用者数　　①・・・・・D 期末雇用者数　　①・・・・・D

基礎雇用者数　　②・・・・・E　 基礎雇用者数　　②・・・・・H　

控除雇用者数　　(c)・・・・・F 控除雇用者数　　(c)・・・・・I

控除合計数　　　　A＋B＝C 6

期末雇用者数　　①・・・・・D 20

雇用創出効果　　　　　　D－C 14

所在市町村のむつ市に平成24年10月増設で企業立地（新制度適用）し、平成27年5月特例増設1度目、平成29年6月特例増設2度目を

行った場合で、特例増設2度目の初回申請

雇用保険被保険者一覧表

株式会社　○○○○　　むつ第一工場

基礎雇用者数　　②・・・・・A　 2 【備考：期末雇用者数と事業所台帳異動状況照会が、雇用保険上、対象事業

所を単独登録しているにも拘わらず不一致の場合】控除雇用者数　　(c)・・・・・B 4

企業立地日に対する

基礎雇用基準日を記入
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＜記入例＞　特例増設（特例増設１度目分） （様式２）

【事業所名：  】

【企  業  立  地  日 平成 24 年 10 月 1 日】

【特例増設日１度目　 平成 27 年 5 月 1 日】

【特例増設日２度目　 平成 29 年 6 月 1 日】

　１．当初企業立地（当初交付期間）に係る雇用創出効果

人

人

人

人

人

　２．特例増設１度目（延長交付期間１）に係る雇用創出効果  ３．特例増設２度目（延長交付期間２）に係る雇用創出効果

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

1 1

2 1

3 1

4 1

5 1

6 1

7 1

8 1

9 1

10 1

11 1

12 1

13 1

14 1

15 1

16 1

17 1

18 1

19 1

20 1

人 人 2 人 4 人 人

※ “（ｂ）他の地域から”に該当する者は、転入時に必ず転入元、転入先、転入日が確認出来る資料（辞令の写し等）をご提出ください。

※ 該当者なしの場合は、それぞれの合計に「０（ゼロ）」を記入してください。

5
合　　　計

① (a) (b) (c) ②

20 9

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

六ヶ所工場（六ヶ所村）

○○　○○ ○ H29.5.15 むつ第二工場（むつ市）

○○　○○ ○ H27.6.1

むつ営業所（むつ市）

○○　○○ ○ H27.6.1 六ヶ所工場（六ヶ所村）

○○　○○ ○ H27.6.1

むつ営業所（むつ市）

○○　○○ ○ H27.5.1 むつ営業所（むつ市）

○○　○○ ○ H27.5.1

○○　○○ ○ H24.10.1 ○

○○　○○ ○ H24.10.1 ○

○○　○○ ○ H24.10.1 ○

○○　○○ ○ ○

○○　○○ ○ ○

③

既存事業所からの転入者 H26.9.30 転入元事業所（所在

地）、離職・転出の事

由・日付、転出先事業
所　等

H29.9.30 (a) (b) (ｃ) 基礎雇用

基準日の
在籍者在籍者

雇用創出効果　　　　　　D－G 11 雇用創出効果　　　　　　D－J

番号 氏　　　名

① ②

被保険

者種類

・区分

新規雇用者 他の地域

から

同一市町村

等から

該当者に○ 取得年月日 転入年月日 転入年月日 該当者に○

控除合計数　　　　E＋F＝G 9 控除合計数　　　　 H＋I＝J

期末雇用者数　　①・・・・・D 20 期末雇用者数　　①・・・・・D

基礎雇用者数　　②・・・・・E　 5 基礎雇用者数　　②・・・・・H　

控除雇用者数　　(c)・・・・・F 4 控除雇用者数　　(c)・・・・・I

控除合計数　　　　A＋B＝C

期末雇用者数　　①・・・・・D

雇用創出効果　　　　　　D－C

所在市町村のむつ市に平成24年10月増設で企業立地（新制度適用）し、平成27年5月特例増設1度目、平成29年6月特例増設2度目を

行った場合で、特例増設2度目の初回申請

雇用保険被保険者一覧表

株式会社　○○○○　　むつ第一工場

基礎雇用者数　　②・・・・・A　 【備考：期末雇用者数と事業所台帳異動状況照会が、雇用保険上、対象事業

所を単独登録しているにも拘わらず不一致の場合】控除雇用者数　　(c)・・・・・B

特例増設１度目に対する

基礎雇用基準日を記入

基礎雇用者となった者は

（a）（b）（c）欄の日付は

記入しない
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＜記入例＞　特例増設（特例増設２度目分） （様式２）

【事業所名：  】

【企  業  立  地  日 平成 24 年 10 月 1 日】

【特例増設日１度目　 平成 27 年 5 月 1 日】

【特例増設日２度目　 平成 29 年 6 月 1 日】

　１．当初企業立地（当初交付期間）に係る雇用創出効果

人

人

人

人

人

　２．特例増設１度目（延長交付期間１）に係る雇用創出効果  ３．特例増設２度目（延長交付期間２）に係る雇用創出効果

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

1 1

2 1

3 1

4 1

5 1

6 1

7 1

8 1

9 1

10 1

11 1

12 1

13 1

14 1

15 1

16 1

17 1

18 1

19 1

20 1

人 人 0 人 1 人 人

※ “（ｂ）他の地域から”に該当する者は、転入時に必ず転入元、転入先、転入日が確認出来る資料（辞令の写し等）をご提出ください。

※ 該当者なしの場合は、それぞれの合計に「０（ゼロ）」を記入してください。

10
合　　　計

① (a) (b) (c) ②

20 9

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

○○　○○ ○ H29.6.1

六ヶ所工場（六ヶ所村）

○○　○○ ○ H29.5.15 むつ第二工場（むつ市）

○○　○○ ○ H27.6.1 ○

むつ営業所（むつ市）

○○　○○ ○ H27.6.1 ○ 六ヶ所工場（六ヶ所村）

○○　○○ ○ H27.6.1 ○

むつ営業所（むつ市）

○○　○○ ○ H27.5.1 ○ むつ営業所（むつ市）

○○　○○ ○ H27.5.1 ○

○○　○○ ○ H24.10.1 ○

○○　○○ ○ H24.10.1 ○

○○　○○ ○ H24.10.1 ○

○○　○○ ○ ○

○○　○○ ○ ○

③

既存事業所からの転入者 H28.9.30 転入元事業所（所在

地）、離職・転出の事

由・日付、転出先事業
所　等

H29.9.30 (a) (b) (ｃ) 基礎雇用

基準日の
在籍者在籍者

雇用創出効果　　　　　　D－G 雇用創出効果　　　　　　D－J 9

番号 氏　　　名

① ②

被保険

者種類

・区分

新規雇用者 他の地域

から

同一市町村

等から

該当者に○ 取得年月日 転入年月日 転入年月日 該当者に○

控除合計数　　　　E＋F＝G 控除合計数　　　　 H＋I＝J 11

期末雇用者数　　①・・・・・D 期末雇用者数　　①・・・・・D 20

基礎雇用者数　　②・・・・・E　 基礎雇用者数　　②・・・・・H　 10

控除雇用者数　　(c)・・・・・F 控除雇用者数　　(c)・・・・・I 1

控除合計数　　　　A＋B＝C

期末雇用者数　　①・・・・・D

雇用創出効果　　　　　　D－C

所在市町村のむつ市に平成24年10月増設で企業立地（新制度適用）し、平成27年5月特例増設1度目、平成29年6月特例増設2度目を

行った場合で、特例増設2度目の初回申請

雇用保険被保険者一覧表

株式会社　○○○○　　むつ第一工場

基礎雇用者数　　②・・・・・A　 【備考：期末雇用者数と事業所台帳異動状況照会が、雇用保険上、対象事業

所を単独登録しているにも拘わらず不一致の場合】控除雇用者数　　(c)・・・・・B

特例増設２度目に対する

基礎雇用基準日を記入

基礎雇用者となった者は

（a）（b）（c）欄の日付は

記入しない
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＜記入例＞　＊合計人数と事業所台帳異動状況（旧ヘッダー２）照会の人数が相違した場合 （様式３）

　
【記入方法】

（１）

一致しない場合、記入してください。

対象事業所を単独で雇用保険上の事業所として登録している場合は作成不要です。

（２） １番の行に対象事業所を記入してください。

（３） ２番以降の行は対象事業所と同一道府県内の事業所を優先して記入してください。

なお、事業所が多数ある場合、他の道府県の事業所について、まとめて１行に記入しても結構です。

（４）

【企業名：　株式会社　○○○○ 】 平成２９年９月３０日　現在

番号 事　業　所　名
期末

雇用者数
備　考

1 △△工場 30 ６５歳以上の者１人除いた

2 本社 85

3 ○○工場 35 資格喪失届未提出者１人除いた

4 △□営業所 5

5 ○○○支社 25

6 355

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

合　　　　計 535  人

【合計と事業所台帳異動状況（旧ヘッダー２）照会との不一致理由】

青森県○○○町▽○８－２０４

青森県△□市△▽３－５－６７

青森県以外の事業所　２８ヶ所

事業所別雇用内訳表

　２人の相違理由　（内訳表　５３５人　・異動状況照会　５３７人）

　△△工場の高年齢被保険者１人及び○○工場の雇用保険被保険者資格喪
失届未提出者１人計２人を除いたため。

合計は、「事業所台帳異動状況（旧ヘッ

ダー２）照会」の数値と一致することを確認

し、下記のいずれかを○で囲んでください。

住　　　　所

合計が事業所台帳異動状況（旧ヘッダー２）照会と一致しない場合は、「不一致理由欄」にその理由を記入してください。

対 象 事 業 所 の 期 末 （ 平 成 ２ ９ 年 ９ 月 ３ ０ 日 ） 在 籍 の雇 用 者 数 と 事 業 所 台 帳 異動 状況 （旧 ヘッ ダー ２） 照会 の雇 用者 数が

一致　　・　　不一致

青森県△△市○○１－２－３

青森県○○市□□４－５６－７

青森県○○市□□８－９－１１
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＜記入例＞ （様式４）

平成 ２９ 年 １０ 月 ２５ 日

新潟県知事　　米　山　隆　一　　殿

１．

Ａ．　全員にあります。

Ｂ．　特記事項に示す者を除きあります。

（特記事項）

育児休業のため賃金の支払いがない者：○○花子、○○さくら

に関して、 提出している雇用保険被保険者一覧表において記載の、 平成２９年９月３０日現在

の在籍者に対して、平成２９年９月３０日を含む期間の賃金の支払い実績または義務が

平成２９年度下期

誓　　約　　書

平成２９年度下期 原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業 に係 る 補 助対 象事 業所

（注）傷病、育児等による長期休業により、賃金の支払い実績または義務のない者がいる場合に記入

２． 【新規申請時、特例増設（１度目及び２度目）の初回申請時のみ】

Ａ．　一切ありません。

Ｂ．　特記事項に示す以外にはありません。

（特記事項）

（注）継続申請の場合は記入不要

３．

企 業 名　

代表者名　 実印

対象事業所名　

上記について相違ないことを誓約いたします。

また、上記３について県が必要な場合には、新潟県警察本部に照会することを承諾いたします。

自社（事業者が個人である場合にはそ の者）又は自社の役員等（法人である場合は 役員又は

支店若しくは営業所の代表者その他これらと同等の責任を有する者を いい、法人以外の団体

で あ る 場 合 は 代 表 者 、 理 事 そ の 他 こ れ ら と 同 等 の 責 任 を 有 す る 者 を い う 。 ）は 、 暴 力団

又は暴力団員ではありません。

また、これらの者と社会的に非難されるような関係はありません。

代表取締役　○○ ○○

○○工場

他の地域からの転入者に対して、新設の場合は企業立地日の２カ月前の日より前に、

増設（特例増設を含む）の場合は基礎雇用基準日より前に、賃金を支払った者は

転入前からの雇用のため賃金の支払いがある者：○○三郎

株式会社　○○○○

平成２９年度下期 原子力発電施設等周辺地域企業立地支援事業 に係 る 補 助対 象事 業所

に関して、提出している雇用保険被保険者一覧表において記載の、新規雇用者及び

新規・特例増設（初回）：平成２９年１０月１６日～１１月 ６日

継 続 ：平成２９年１０月１６日～１０月３０日
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＜
記

入
例

＞
（
様

式
５
－

１
：
新

規
申

請
用

）

 １
．

申
請

者

 ２
．

今
回

の
給

付
に

関
す

る
事

項

2
9

年
5

月
1

日

 ３
．

今
回

の
企

業
立

地
に

伴
っ

て
取

得
し

た
固

定
資

産
と

そ
の

額

・
固

定
資

産
が

多
数

、
多

額
の

場
合

は
、

適
宜

の
方

法
で

区
分

調
整

、
あ

る
い

は
耐

用
年

数
ご

と
に

一
括

し
て

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

・
固

定
資

産
に

国
や

自
治

体
の

補
助

金
を

充
当

（
予

定
も

含
む

）
の

場
合

は
、

「
Ｂ

．
圧

縮
額

」
に

補
助

金
充

当
額

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

・
補

助
金

を
充

当
し

て
い

な
い

場
合

は
、

「
Ｂ

．
圧

縮
額

」
に

0
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
そ

の
場

合
、

「
Ｃ

．
固

定
資

産
計

上
価

額
」
と

「
Ａ

．
取

得
価

額
」
は

同
額

に
な

り
ま

す
。

・
「
Ａ

．
取

得
価

額
」
か

ら
「
Ｂ

．
圧

縮
額

」
を

差
引

い
た

「
Ｃ

．
固

定
資

産
計

上
価

額
」
の

合
計

額
が

、
立

地
形

態
及

び
所

在
・
隣

接
の

区
分

に
よ

る
基

準
金

額
以

上
で

あ
る

こ
と

を
確

認
し

て
く

だ
さ

い
。

1
2
9

年
5

月
1
8

日

2
2
9

年
5

月
2
2

日

3
2
9

年
6

月
3
0

日

4
2
9

年
7

月
2
5

日

5
年

月
日

6
年

月
日

7
年

月
日

注
１
）
 こ

の
表

に
記

入
し

た
固

定
資

産
の

固
定

資
産

台
帳

及
び

経
理

処
理

書
類

（
基

準
金

額
以

上
）
の

写
し

を
添

付
し

て
く

だ
さ

い
。

経
理

処
理

書
類

と
は

、
契

約
書

、
請

求
書

、
領

収
書

等
で

す
。

注
２
）
 固

定
資

産
に

国
や

自
治

体
の

補
助

金
を

充
当

（
予

定
も

含
む

）
の

場
合

は
、

そ
の

補
助

金
の

交
付

申
請

書
、

交
付

決
定

通
知

書
、

補
助

率
が

記
載

さ
れ

て
い

る
関

係
書

類
の

写
し

を
添

付
し

て
く

だ
さ

い
。

注
３
）
 固

定
資

産
台

帳
に

複
数

に
渡

っ
て

当
該

固
定

資
産

が
記

載
さ

れ
て

い
る

場
合

は
、

当
該

固
定

資
産

に
ラ

イ
ン

マ
ー

カ
ー

等
で

印
を

付
す

な
ど

し
て

、
他

の
固

定
資

産
と

区
別

で
き

る
よ

う
ご

協
力

を
お

願
い

し
ま

す
。

補
助

金
充

当
の

場
合

は
補

助
金

名
称

を
記

入

備
　

　
考

平
成

○
○

工
場

内
東

側
○

○
支

援
事

業
補

助
金

○
○

○
○

設
備

一
式

平
成

1
2

4
,4

5
0
,0

0
0

0
○

○
工

場
内

南
側

2
,7

0
0
,0

0
0

1
1
,3

5
0
,0

0
0

9
0
0
,0

0
0

4
,4

5
0
,0

0
0

2
,7

0
0
,0

0
0

計
1
4
,0

5
0
,0

0
0

平
成

平
成

○
○

○
○

包
装

機
1

平
成

1
2

3
,6

0
0
,0

0
0

○
○

○
○

裁
断

機
2

平
成

7
3
,8

0
0
,0

0
0

○
○

○
○

リ
フ

ト
1

平
成

4
2
,2

0
0
,0

0
0

数
量

取
得

の
時

期

耐
用

年
数

（
年

）

企
　

業
　

名
（
法

人
名

又
は

個
人

名
）

企
業

立
地

日
平

成

固
定

資
産

の
名

称

株
式

会
社

　
○

○
○

○

所
在

・
隣

接
の

区
分

所
在

　
・
　

隣
接

事
 業

 所
 名

立
地

形
態

新
設

　
・
　

増
設

○
○

工
場

特
例

給
付

金
に

係
る

付
属

書
類

Ｂ
．

圧
縮

額
（
補

助
金

充
当

額
）

Ｃ
．

固
定

資
産

計
上

価
額

設
置

・
保

管
場

所

（
円

）
（
税

抜
/
円

）

0
2
,2

0
0
,0

0
0

○
○

工
場

内
北

側

Ａ
．

取
得

価
額

（
税

抜
/
円

）

0
3
,8

0
0
,0

0
0

○
○

工
場

内
中

央

応
募

要
領
P
1
7
～
P
2
0参

照
の

う
え

対
象
事

業
所
住
所
を
確
認
し
記
入
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＜
記

入
例

＞
（
様

式
５
－

２
：
特

例
増

設
初

回
申

請
用

）

 １
．

申
請

者

 ２
．

今
回

の
特

例
増

設
に

至
っ

た
経

緯
 ３

．
当

初
の

企
業

立
地

に
関

す
る

事
項 2

4
年

1
0

月
1

日

2
5

年
上

期

 ４
．

特
例

増
設

に
関

す
る

事
項

2
7

年
2

月
1
7

日

2
8

年
1
0

月
1
7

日

 ５
．

今
回

の
特

例
増

設
に

伴
っ

て
取

得
し

た
固

定
資

産
の

内
容

・
固

定
資

産
が

多
数

、
多

額
の

場
合

は
、

適
宜

の
方

法
で

区
分

調
整

、
あ

る
い

は
耐

用
年

数
ご

と
に

一
括

し
て

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。

・
固

定
資

産
に

国
や

自
治

体
の

補
助

金
を

充
当

（
予

定
も

含
む

）
の

場
合

は
、

「
Ｂ

．
圧

縮
額

」
に

補
助

金
充

当
額

を
記

入
し

て
く

だ
さ

い
。

・
補

助
金

を
充

当
し

て
い

な
い

場
合

は
、

「
Ｂ

．
圧

縮
額

」
に

０
を

記
入

し
て

く
だ

さ
い

。
そ

の
場

合
、

「
Ｃ

．
固

定
資

産
計

上
価

額
」
と

「
Ａ

．
取

得
価

額
」
は

同
額

に
な

り
ま

す
。

・
「
Ａ

．
取

得
価

額
」
か

ら
「
Ｂ

．
圧

縮
額

」
を

差
引

い
た

「
Ｃ

．
固

定
資

産
計

上
価

額
」
の

合
計

額
が

、
所

在
・
隣

接
の

区
分

に
よ

る
基

準
金

額
以

上
で

あ
る

こ
と

を
確

認
し

て
く

だ
さ

い
。

1
2
8

年
1
1

月
1
8

日

2
2
8

年
1
2

月
3
0

日

3
年

月
日

4
年

月
日

5
年

月
日

6
年

月
日

注
１

）
 こ

の
表

に
記

入
し

た
固

定
資

産
の

固
定

資
産

台
帳

及
び

経
理

処
理

書
類

（
基

準
金

額
以

上
）
の

写
し

を
添

付
し

て
く

だ
さ

い
。

経
理

処
理

書
類

と
は

、
契

約
書

、
請

求
書

、
領

収
書

等
で

す
。

注
２

）
 固

定
資

産
に

国
や

自
治

体
の

補
助

金
を

充
当

（
予

定
も

含
む

）
の

場
合

は
、

そ
の

補
助

金
の

交
付

申
請

書
、

交
付

決
定

通
知

書
、

補
助

率
が

記
載

さ
れ

て
い

る
関

係
書

類
の

写
し

を
添

付
し

て
く

だ
さ

い
。

注
３

）
 固

定
資

産
台

帳
に

複
数

に
渡

っ
て

当
該

固
定

資
産

が
記

載
さ

れ
て

い
る

場
合

は
、

当
該

固
定

資
産

に
ラ

イ
ン

マ
ー

カ
ー

等
で

印
を

付
す

な
ど

し
て

、
他

の
固

定
資

産
と

区
別

で
き

る
よ

う
ご

協
力

を
お

願
い

し
ま

す
。

 ６
．

今
回

の
特

例
増

設
に

よ
る

交
付

期
間

延
長

に
適

用
さ

れ
る

基
礎

数
値

ｋ
W

基
礎

数
値

は
別

紙
の

「
特

例
増

設
に

係
る

基
礎

数
値

算
出

表
」
に

よ
る

。
円 人

基
礎

契
約

電
力

2
8
5

基
礎

電
気

料
金

（
月

平
均

）
1
,1

3
8
,3

0
0

基
礎

雇
用

者
数

5
8

計
5
,8

0
0
,0

0
0

2
,7

0
0
,0

0
0

3
,1

0
0
,0

0
0

平
成

平
成

平
成

△
△

工
場

内
東

側
○

○
支

援
事

業
補

助
金

平
成

2
,2

0
0
,0

0
0

△
△

工
場

内
北

側

○
○

○
○

包
装

機
2

平
成

1
2

3
,6

0
0
,0

0
0

2
,7

0
0
,0

0
0

9
0
0
,0

0
0

○
○

○
○

リ
フ

ト
1

平
成

4
2
,2

0
0
,0

0
0

0

備
　

　
考

（
年

）
（
税

抜
/
円

）
（
円

）
（
税

抜
/
円

）
補

助
金

充
当

の
場

合
は

補
助

金
名

称
を

記
入

２
度

目
の

特
例

増
設

日
平

成

固
定

資
産

の
名

称
数

量
取

得
の

時
期

耐
用

年
数

Ａ
．

取
得

価
額

Ｂ
．

圧
縮

額
（
補

助
金

充
当

額
）

Ｃ
．

固
定

資
産

計
上

価
額

平
成

２
４
年

１
０

月
に

稼
働

し
た

△
△

工
場

（
燃

料
噴

射
部

品
製

造
）
が

増
産

に
よ

り
手

狭
に

な
っ

た
た

め
、

平
成

２
７
年

２
月

に
隣

接
地

に
新

工
場

を
増

設
、

さ
ら

に
平

成
２

８
年

１
０

月
に

隣
接

地
に

新
工

場
を

増
設

す
る

こ
と

に
な

っ
た

。

企
業

立
地

日
平

成

新
規

申
請

時
期

平
成

立
地

形
態

設
置

・
保

管
場

所

新
設

　
　

・
　

　
増

設

所
在

・
隣

接
の

区
分

所
在

　
　

・
　

　
隣

接

１
度

目
の

特
例

増
設

日

特
例

増
設

に
係

る
付

属
書

類

企
　

業
　

名
（
法

人
名

又
は

個
人

名
）

事
 業

 所
 名

株
式

会
社

　
○

○
○

○
○

○
工

場

平
成

応
募

要
領

P
1
7
～

P
2
0参

照
の

う
え

対
象

事
業

所
所

在
地

を
確

認
し
記
入
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＜
記

入
例

＞
様

式
５

－
２
の

別
紙

１

１
．

当
初

の
企

業
立

地
日

の
属

す
る

半
期

か
ら

当
該

特
例

増
設

日
が

属
す

る
半

期
ま

で
の

状
況

応
募

要
領

の
別

紙
Ｆ

も
参

照
く

だ
さ

い
。

　
・
過

去
の

電
力

帳
票

ま
と

め
表

【
様

式
１
】及

び
交

付
申

請
書

等
か

ら
作

成
 　

　
※

特
例

増
設

１
度

目
の

初
回

申
請

で
、

当
初

の
企

業
立

地
日

が
平

成
２
０
年

３
月

３
１
日

以
前

の
場

合
は

記
入

不
要

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

２
．

基
礎

数
値

の
算

出
 ：

 上
記

以
外

の
場

合
は

、
記

号
Ｐ

Ａ
と

Ｐ
Ｂ

の
多

い
方

、
Ｃ

Ａ
と

Ｃ
Ｂ

の
多

い
方

、
Ｌ

Ａ
と

Ｌ
Ｂ

の
多

い
方

の
数

値
が

基
礎

数
値

と
な

り
ま

す
。

　
　

※
但

し
次

の
場

合
は

、
記

号
Ｐ

Ａ
・Ｃ

Ａ
・
Ｌ

Ａ
の

数
値

が
基

礎
数

値
と

な
り

ま
す

。

　
　

　
ａ
．

新
規

申
請

時
は

旧
制

度
適

用
、

そ
の

後
１
回

目
の

特
例

増
設

を
し

た
場

合

　
　

　
ｂ
．

企
業

立
地

日
あ

る
い

は
1
回

目
の

特
例

増
設

日
の

属
す

る
半

期
の

翌
半

期
以

降
、

1
3
年

を
経

過
し

た
後

の
申

請
の

場
合

　
（
１
）
基

礎
契

約
電

力

Ａ
．

記
号

平
成

2
7

年
1
0

月
平

成
2
8

年
9

月
Ｐ

Ａ
k
W

Ｂ
．

Ｐ
Ｂ

k
W

k
W

　
（
２
）
基

礎
電

気
料

金
（
月

平
均

）

Ａ
．

記
号

平
成

2
7

年
1
0

月
平

成
2
8

年
9

月
Ｃ

Ａ
円

Ｂ
．

Ｃ
Ｂ

円 円

　
（
３
）
基

礎
雇

用
者

数

記
号

平
成

2
8

年
3

月
3
1

日
L
Ａ

人

Ｂ
．

L
Ｂ

人 人

H
2
8
.3

.3
1

H
2
8
.9

.3
0

半
期

区
分

対
象

期
間

期
　

日
摘

　
要

申
請

期

H
2
5
.3

.3
1

H
2
5
.9

.3
0

H
2
6
.3

.3
1

H
2
6
.9

.3
0

H
2
4
.1

0
.1

H
2
7
.3

.3
1

H
2
7
.9

.3
0

H
2
9
.3

.3
1

期
末

雇
用

者
数

（
人

）

1
3
2

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 1
5
0

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 2
1
6

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 2
2
2

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 2
7
6

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

当
初

の
企

業
立

地
日

特
例

増
設

日
１

度
目

月
平

均
契

約
電

力

（
k
W

）

月
平

均
支

払
電

気
料

金

（
円

）

H
2
8
下

4
4

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 5

0
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 5
1

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 5

1
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 5
8

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 5

7
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 5
6

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 

H
2
5
上

H
2
5
下

H
2
6
上

H
2
6
下

H
2
7
上

H
2
7
下

5
1
4
,5

2
4

  
  

  
  

  
  

  
 6

6
9
,1

4
5

  
  

  
  

  
  

  
 8

7
6
,3

1
4

  
  

  
  

  
  

  
 9

6
6
,6

8
7

  
  

  
  

  
  

  
 1
,1

1
4
,3

6
8

  
  

  
  

  
  

1
,1

2
9
,6

8
4

  
  

  
  

  
  

1
,1

3
3
,9

2
5

  
  

  
  

  
  

1
,1

3
5
,7

7
5

  
  

  
  

  
  

H
2
6
上

H
2
6
下

H
2
7
上

H
2
7
下

H
2
5
.4

.1

H
2
5
.1

0
.1

H
2
6
.4

.1

H
2
6
.1

0
.1

H
2
7
.4

.1

H
2
7
.1

0
.1

H
2
8
上

H
2
8
.4

.1

H
2
8
上

H
2
7
.2

.1
7

2
8
0

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 2
8
3

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

H
2
4
下

H
2
5
上

H
2
5
下

Ａ
．

5
6

H
2
8
.1

0
.1

7
特

例
増

設
日

２
度

目
H

2
8
下

H
2
8
.1

0
.1

当
初

の
企

業
立

地
日

（
特

例
増

設
日

１
度

目
）
の

属
す

る
半

期
の

翌
半

期
か

ら
当

該
特

例
増

設
日

が
属

す
る

半
期

の
前

の
半

期
ま

で
の

期
間

の
各

半
期

の
平

均
契

約
電

力
の

う
ち

最
大

の
も

の

電
気

料
金

（
月

平
均

）

期
末

雇
用

者
数

2
8
4

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

2
8
5

2
8
4

1
,2

6
2
,1

1
4

  
  

  
  

  
  

最
終

決
定

の
基

礎
雇

用
者

数
　

　
Ｌ

Ａ
，

Ｌ
Ｂ

の
多

い
方

2
8
5

1
,1

3
8
,3

0
0

5
8

　
＊

別
紙

２
の

 “
３
．

平
均

契
約

電
力

、
平

均
支

払
電

気
料

金
の

算
定

”
 よ

り

当
初

の
企

業
立

地
日

（
特

例
増

設
日

１
度

目
）
の

属
す

る
半

期
の

翌
半

期
か

ら
当

該
特

例
増

設
日

が
属

す
る

半
期

の
前

の
半

期
ま

で
の

期
間

の
各

半
期

の
平

均
支

払
電

気
料

金
の

う
ち

最
大

の
も

の

1
,1

3
8
,3

0
0

1
,1

3
5
,7

7
5

始
　

期
終

　
期

最
終

決
定

の
基

礎
電

気
料

金
（
月

平
均

）
　

　
Ｃ

Ａ
、

Ｃ
Ｂ

の
多

い
方

特
例

増
設

日
の

1
年

前
の

日
が

属
す

る
半

期
末

日
の

雇
用

者
数

期
　

　
日

当
初

の
企

業
立

地
日

（
特

例
増

設
日

１
度

目
）
の

属
す

る
半

期
の

翌
半

期
か

ら
当

該
特

例
増

設
日

が
属

す
る

半
期

の
前

の
半

期
ま

で
の

期
間

の
各

半
期

末
日

の
雇

用
者

数
の

う
ち

最
大

の
雇

用
者

数
5
8

特
例

増
設

日
の

属
す

る
月

の
前

1
年

間
の

平
均

支
払

電
気

料
金

最
終

決
定

の
基

礎
契

約
電

力
　

　
　

Ｐ
Ａ

、
Ｐ

Ｂ
の

多
い

方

特
例

増
設

に
係

る
基

礎
数

値
算

出
表

H
2
4
.1

0
.1

特
例

増
設

日
の

属
す

る
月

の
前

1
年

間
の

平
均

契
約

電
力

　
＊

別
紙

２
の

 “
３
．

平
均

契
約

電
力

、
平

均
支

払
電

気
料

金
の

算
定

”
 よ

り

始
　

期
終

　
期

H
2
9
上

3
2
3

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

5
8

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
 6

2
  

  
  

  
  

  
  

  
  

  
  

 

平
均

契
約

電
力

半
期
区
分
の
実
績
を
記
入



- 27 -

＜
記

入
例

＞
様

式
５

－
２

の
別

紙
２

３
．

平
均

契
約

電
力

、
平

均
支

払
電

気
料

金
の

算
定

・
特

例
増

設
日

の
属

す
る

月
に

支
払

っ
た

分
を

含
む

過
去

１
年

間
の

実
績

を
記

入
。

・
契

約
種

別
が

複
数

あ
る

場
合

は
、

別
途

電
力

契
約

ご
と

に
集

計
表

を
作

成
し

、
各

月
分

ご
と

に
合

算
し

て
記

入
。

※
 そ

の
他

料
金

（
遅

収
料

金
、

延
滞

利
息

、
契

約
超

過
金

等
）

に
つ

い
て

確
認

し
て

く
だ

さ
い

。
（

　
有

　
・

　
無

　
）

○
今

回
の

特
例

増
設

日
平
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申請パターンごとの関係項目・提出書類（応募要領・記入要領等）

○は主に関係する項目を示しています

応募要領

新規申請 継続申請（特例増設の初回申請含む）

新設 増設

あ
り

特
例
給
付

な
し

特
例
給
付

初
回
申
請

特
例
増
設
の

継
続
申
請

特
例
増
設
後
の

あ
り

特
例
給
付

な
し

特
例
給
付

あ
り

特
例
給
付

な
し

特
例
給
付

Ⅰ．Ｆ補助金制度の概要 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ⅱ．主な用語の説明 ○ ○ ○ ○ ○

Ⅲ．電力給付金の交付要件 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ⅳ．特例給付金の交付要件 ○ ○ ○ ○ ○

Ⅴ．特例増設の要件 ○

Ⅵ．交付額の算定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ⅶ．交付の特例

Ⅷ．申込み手続きとスケジュール ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

Ⅸ．Ｆ補助金制度に関するＱ＆Ａ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

別紙Ａ Ｆ補助金の対象区域、適用単価、交付金単価（差引く単価）の一覧 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

別紙Ｂ 同一道府県内における市町村間の転入者の取扱い ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

別紙Ｃ 平成２９年度上期の新規申請における算定対象と要件設定日 ○ ○ ○ ○

別紙Ｄ 増設の場合の１kW 当たりの月額電気料金の算出例 ○ ○

別紙Ｅ 雇用創出効果の具体例（新設の場合） ○ ○

別紙Ｆ
特例増設による交付期間の延長と契約電力・電気料金・雇用

の増加分の捉え方
○ ○

別紙Ｇ

Ｆ補助金の交付額計算例

別紙Ｇ－１ 新設事業所 ○ ○

別紙Ｇ－２ 増設事業所 ○ ○

別紙Ｇ－３ 特例増設事業所 ○ ○

◎は提出を要する書類、○は主に関係する項目を示しています

記入要領

新規申請 継続申請（特例増設の初回申請含む）

新設 増設

あ
り

特
例
給
付

な
し

特
例
給
付

初
回
申
請

特
例
増
設
の

継
続
申
請

特
例
増
設
後
の

あ
り

特
例
給
付

な
し

特
例
給
付

あ
り

特
例
給
付

な
し

特
例
給
付

本文 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

別紙１ 企業立地に至った経緯の記入例 ○ ○ ○ ○ ○

別紙２ 立地パターン・電力契約・雇用の捉え方に関する確認表（新規申請用） ○ ○ ○ ○

別紙３

雇用保険被保険者一覧表の記入方法

通常の場合（当初交付期間に係るもので、特例増設のない場合） ○ ○ ○ ○ ○ ○

特例増設のある場合 ○ ○

記入例

審査依頼書 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

電力帳票まとめ表（様式１） ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

雇用保険被保険者一覧表（様式２） ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

事業所別雇用内訳表（様式３） ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

誓約書（様式４） ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

特例給付金に係る付属書類（様式５-１：新規申請用） ◎ ◎

特例増設に係る付属書類（様式５-２：特例増設初回申請用） ◎

特例増設に係る基礎数値算出表（様式５-２の別紙１） ◎

特例増設に係る基礎数値算出表（様式５-２の別紙２） ◎

※審査依頼取り止め届について

継続申請期間（交付期間中）に交付要件を満たさない等の理由により申請をされない場合、ご提出をお願いいたします。


